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◆◆はじめに◆◆

みどり市笠懸地区学校給食提供方式検討委員会（以下、「検討委員会」という）は、

笠懸地区全体の給食提供方式のあり方を検討するにあたり、必要な事項について意見

交換を行うことを目的に学識経験者、各種団体の代表者、学校関係者の計 12 名の委

員で構成し、令和２年８月２７日に設置されました。

令和２年１２月までの５か月間に４回の検討委員会を開催し、将来的な笠懸地区の

給食提供方式の望ましい姿について各委員が様々な視点から意見を出し合い、積極的

な議論を行いました。

また、市内の学校給食の現状を知るため、学校給食の歩みや現状と課題を把握する

とともに、笠懸小学校の給食調理室や大間々学校給食センターの視察、給食の試食を

実施しました。

この度、検討の結果を本書「みどり市笠懸地区学校給食提供方式検討委員会報告書」

にてご報告いたします。

みどり市は、平成 18 年に 3町村（笠懸町・大間々町・東村）の合併により誕生

してから 15 年が経過しようとしておりますが、学校給食の提供方式については、

笠懸地区は「自校方式」、大間々地区と東地区ではそれぞれ「センター方式」を採

用しており、１市２制度の状況が続いております。

こうした中、みどり市教育委員会では、令和４年４月に開校予定の笠懸西小学

校（仮称）の給食提供方式の検討を進める中で、施設や調理器具等の老朽化が懸

念される笠懸地区の給食提供方式の今後の方向性を定める必要があることから、

笠懸西小学校（仮称）の給食提供方式については、現状の財政状況等を総合的に

判断し、当面の間、大間々学校給食センターからの配食方式を採用することとし

ていました。

一方、みどり市議会から、令和２年度一般会計予算審議の中で、笠懸西小学校

（仮称）の給食提供方式について、自校方式への再検討及び大間々学校給食セン

ターのアレルギー対応への改善という附帯決議が付されました。

こうした状況を踏まえ、老朽化が進んでいる笠懸地区全体の給食提供方式につ

いて、外部有識者等の第三者の意見も参考にしながらスピード感を持って検討を

進めていくこととなり、みどり市笠懸地区学校給食提供方式検討委員会を設置す

ることとなりました。

検討委員会設置の経緯
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１．みどり市笠懸地区学校給食提供方式検討委員会の開催経過
令和２年８月２７日に各委員への委嘱とともに第１回の会議を行い、その後、

令和２年１２月１６日までの間に全４回の検討委員会を開催いたしました。

各日程と協議内容は以下のとおりとなります。

【開催経過】
開催日・場所 議題・内容

第１回 令和 2年 8月 27 日（木）

教育庁舎 第 1 会議室

～委嘱状交付～

＜議 題＞

１．検討項目について

２．みどり市の学校給食について

(1)学校給食の基本的な考え方

(2)学校給食の歩み

①みどり市の学校給食の歩み

②学校給食の沿革（全国・群馬県・みどり市）

(3)学校給食の現状

①給食の提供方式について

②学校給食費の無料化について

(4)学校給食の課題

①みどり市における学校給食の課題

②笠懸地区における学校給食の課題

第 2 回 令和 2年 9月 30 日（水）

大間々学校給食センター

会議室

～大間々学校給食センター見学～

＜議 題＞

１．保護者等の意見の整理について

２．みどり市の学校給食の提供方式の比較

(1)栄養バランスに配慮した美味しい給食

①栄養バランス・味

②適温状態での喫食

③調理員の工夫等

(2)安全安心な給食の提供

①調理過程

②食中毒や異物混入等への対応

③調理器機、職員の事故等

(3)食物アレルギーへの対応

①学校と保護者及び医療機関との連携

②アレルギー対応食の調理

③安全な配食体制の構築

(4)食育の推進

①栄養士等による指導

②調理員との交流

(5)地産地消の推進

①地場産食材の使用

②地元業者との関わり

(6)災害時の対応

①避難所及び炊き出し場所としての位置づけ

（地域防災計画）

②相互補完体制の確立

＜みどり市笠懸地区学校給食提供方式検討委員会の開催経過＞
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第 3 回 令和 2年 10月 29 日（木）

笠懸小学校 第 1多目的室

～笠懸小給食室見学～

～給食試食～

（笠懸小給食室調理分・大間々学校給食センター調理分）

＜議 題＞

１．初期投資・維持管理運営費にかかる費用の検証

①給食提供方式の前提条件の整理

②初期投資費の検証

③維持管理運営費の検証

２．概算費用の比較の整理

３．評価項目の検討について

第 4 回 令和 2年 12月 16 日（水）

教育庁舎 第１会議室

＜議 題＞

４．まとめ

(1)検討内容の評価

＜みどり市笠懸地区学校給食提供方式検討委員会の開催経過＞
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(この法律の目的)

第一条 学校給食が児童及び生徒の心身の

健全な発達に資し、かつ、国民の食生活の

改善に寄与するものであることにかんが

み、学校給食の実施に関し必要な事項を定

め、もつて学校給食の普及充実を図ること

を目的とする。

(学校給食の目標)

第二条 学校給食については、義務教育諸

学校における教育の目的を実現するため

に、次の各号に掲げる目標の達成に努めな

ければならない。

一 日常生活における食事について、正し

い理解と望ましい習慣を養うこと。

二 学校生活を豊かにし、明るい社交性を

養うこと。

三 食生活の合理化、栄養の改善及び健康

の増進を図ること。

四 食料の生産、流通及び消費について、

正しい理解に導くこと。

(この法律の目的)

第一条 学校給食が児童及び生徒の心身の健全な発達に資

するものであり、かつ、児童及び生徒の食に関する正しい

理解と適切な判断力を養う上で重要な役割を果たすもので

あることにかんがみ、学校給食及び学校給食を活用した食

に関する指導の実施に関し必要な事項を定め、もつて学校

給食の普及充実及び学校における食育の推進を図ることを

目的とする。

(学校給食の目標)

第二条 学校給食を実施するに当たつては、義務教育諸学

校における教育の目的を実現するために、次に掲げる目標

が達成されるよう努めなければならない。

一 適切な栄養の摂取による健康の保持増進を図ること。

二 日常生活における食事について正しい理解を深め、健

全な食生活を営むことができる判断力を培い、及び望まし

い食習慣を養うこと。

三 学校生活を豊かにし、明るい社交性及び協同の精神を

養うこと。

四 食生活が自然の恩恵の上に成り立つものであることに

ついての理解を深め、生命及び自然を尊重する精神並びに

環境の保全に寄与する態度を養うこと。

五 食生活が食にかかわる人々の様々な活動に支えられて

いることについての理解を深め、勤労を重んずる態度を養

うこと。

六 我が国や各地域の優れた伝統的な食文化についての理

解を深めること。

七 食料の生産、流通及び消費について、正しい理解に導

くこと。

２．検討内容① 「みどり市の学校給食について」
（１）学校給食の基本的な考え方

＜会議資料内容・説明内容＞

①学校給食法に基づいた給食提供

みどり市の各学校では、学校給食法第２条（下記表）で示されている目標を達成
するために、提供方式の違いに関係なく、安全安心でおいしく栄養バランスのとれ
た学校給食の提供を推進しています。昭和 29 年（1954 年）に制定された学校給食
法は、平成 20 年(2008 年）に大きな改正が行われています。これは、平成 17 年
（2005 年）に食育基本法が制定されたことなどを受けて行われたもので、第１条の
目的が改正されるとともに、第２条の目標もそれまでの４つから、食育の観点を充
実させるために７つになっています。

○学校給食法（改正前） ○学校給食法（改正後）※H20年～

②学校給食費の無料化

平成 29 年 4 月から「みどり市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき、「食
育の推進と成長期にある子供たちの健やかな成長及び市の将来を担う人材を育てる」
ことを目的とし、学校給食費の無料化を実施しています。

検
討
等
の
内
容

共通認識事項
◆昔に比べて現在では「学校給食」の役割が広がり、１日に必要な栄養を摂る
だけではなく、「食育」に関して重要な役割を担っている。
◆みどり市では平成 29 年から学校給食費を無料化としており、また、給食を
通じた食育の推進を図っている。無料化については、子育て世代にとっては
有り難い施策である一方、財政面への負担が懸念される。

＜検討内容① 「みどり市の学校給食について」＞
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（２）学校給食の歩み

＜会議資料内容・説明内容＞

①みどり市の学校給食の歩み

みどり市は、平成１８年に笠懸町、大間々町、東村の２町１村の合併により市制
施行した群馬県内で最も新しい市です。合併以前の各地域における給食の歩みは以
下のとおりです。

＜笠懸地区＞
旧笠懸村において昭和 16 年に近隣市町村に先がけて開始されています。昭和 20
年から昭和 23 年にかけて休止していた期間もありますが、昭和 23 年 12 月より再
開し、その後、昭和 30 年から主食も取り入れた完全給食となり、昭和 55 年には一
部米飯が導入されました。
各校の給食調理室について、笠懸小では、昭和 44 年に鉄筋校舎を建設する際に

校舎内に給食調理室を組み込んだ形で建設をしました。また、笠懸小から分離した
笠懸東小と笠懸北小の 2校については、笠懸小と同様の方式で建設をしました。ま
た、笠懸中については、昭和 30 年度に完全給食とすることを決定し、昭和 46 年度
には全ての生徒、教師が同じ場所で食事をとることを目的に食堂方式が導入されま
した。さらに、笠懸中から分離した笠懸南中については、昭和 57 年度の開校にあ
わせて給食調理室を建設しました。どちらも校舎内に給食調理室を設けた構造となっ
ています。
このように笠懸地区の各校では旧笠懸村時代から取り組んでいる自校方式を現在

に至るまで続けています。また、調理方式は、ウエット方式をドライ運用しながら
対応しています。

＜大間々地区＞
昭和 23 年に小学校４校において自校方式で学校給食が開始されました。その後、

昭和 43 年に学校給食センターを建設し、センター方式へ移行しました。そして、
合併後の平成 25 年に新たな学校給食センターを建設し、ドライ方式を取り入れ現
在に至っています。

＜東地区＞
昭和 23 年に花輪小に給食調理室が設置され、給食が始まっています。その後、

昭和 54 年に学校給食センターの業務を開始し、センター方式へ移行しました。そ
して、平成 15 年に給食センターを新築し、大間々地区と同様にドライ方式を取り
入れました。
また、初期の頃の給食の内容は、どの地域も、脱脂粉乳によるミルク給食やおか

ずのみを提供する副食給食でしたが、その後、完全給食へと移行していきました。

給食の提供方式
ドライ方式とは、細菌の繁殖等を防ぐために、調理場内で、水がこぼれたり、飛
びはねたりしない構造とし、床が乾いた状態を保つもので学校給食衛生管理基準で
示されている方式です。このドライ方式に対して、従来の方式をウエット方式と呼
んでおり、その場合は、様々な工夫によりドライ運用を図ることが、学校給食衛生
管理基準で示されております。

＜検討内容① 「みどり市の学校給食について」＞
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（３）学校給食の現状

②学校給食の沿革（全国・群馬県・みどり市）

明治２２年に山形県鶴岡市で貧困児童を対象に行った昼食の無料提供が給食の始
まりと言われています。
その後、国から学校給食が奨励されるようになり、群馬県では、一部の学校では

ありますが、昭和７年に副食給食が始まったとの記録があります。
そして、戦後、昭和２９年に学校給食法が制定されました。時代とともに副食給

食から完全給食へと移り、昭和５０年代に入りますと米飯が導入されました。
給食が開始された頃は、十分な食材が確保されていない時代であり、学校給食は

子供たちにとって「貴重な食事・貴重な栄養源」でありました。
その後、時代が移り、私生活における食事が十分に摂れるようになった現在では、

栄養バランス等の他に、食育の推進や豊富な献立による食材や食事への理解、食物
アレルギーへの対応などが学校給食に求められています。

検

討

等

の

内

容

共通認識事項
◆みどり市における学校給食の歩みとして、笠懸・大間々・東のいずれの地域
においても「自校方式」で給食が開始され、その後、笠懸は自校方式を継続
しているが、大間々と東ではセンター方式へ移行した。そのため、笠懸地区
では自校方式を誇りに感じている住民がいることも理解できる。
◆一部の地域で始まった学校給食が時代とともに広がり、現在では学校給食法
に基づいた給食提供を行っている。また、食育の推進や食物アレルギーへの
対応などが学校給食に求められている。

＜会議資料内容・説明内容＞

みどり市の学校給食提供方式は、笠懸地区（幼 1園、小 3校、中 2校）では、全
て自校方式（単独調理場方式）で、東地区（小 1校・中 1校）・大間々地区（小３
校・中２校）においては、センター方式（共同調理場方式）でそれぞれ運営されて
おり、市内全ての学校で完全給食が提供されています。みどり市では、平成 29 年
4 月から「みどり市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき、学校給食費の無
料化を実施しています。給食費無料化の目的は、「①食育の推進と成長期にある子
供達の健やかな成長及び市の将来を担う人材を育てるため」、「②子育て世帯の経済
的負担の軽減と地域ぐるみで食育推進に取り組む環境を本市の魅力として広く発信
することで子育て世帯の定住・転入を促進するため」としており、令和 2年度当初
予算では、給食費の無料化のための予算として、児童一人あたり年額約 49,000 円、
生徒一人あたり年額約 58,000 円で、総額約 2億 700 万円の予算を確保しています。
また、学校給食費無料化に伴い、食物アレルギーにより給食を食べることが出来

ず、学校長が弁当の持参を認めている児童生徒の家庭には、補助金として給食費１
回分食材料費相当額（小学生：244 円/食、中学生 287 円/食）を負担しております。

検

討

等

の

内

容

共通認識事項
◆現在、みどり市の学校給食提供方式は自校方式とセンター方式の２方式で行
われている。

◆みどり市では平成 29 年度から食育の推進や子育て世帯の経済的負担の軽減
などを目的とし、学校給食費無料化を実施している。

◆学校給食費無料化に伴い、食物アレルギーによりお弁当を持参している児童
生徒の家庭には給食食材料費相当額の補助を行っている。

＜検討内容① 「みどり市の学校給食について」＞
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（４）学校給食の課題

＜会議資料内容・説明内容＞

現在、自校方式を採用している笠懸地区の各校の給食室は、築年数が経過してお
り、最も古い施設は昭和 44 年建設の笠懸小学校給食室で、比較的新しい施設でも
昭和 57 年建設の笠懸南中学校給食室となっています。いずれも 40 年前後が経過し
ています。（表１参照）
この間に、施設の補修工事と調理設備の交換は実施してきましたが、大規模な改

修は行っていないことから老朽化が進んでいます。そのため、「ウェット方式の施設
をドライ運用している」、「作業区域が分かれていない」、「面積が狭いため、荷受け・
検収（検品）・下処理を同じ部屋で行っている」など「学校給食衛生管理基準」に照
らし合わせた場合の施設・設備上の課題が多くあります。（表２参照）
さらに、給食調理施設・設備については、定期的な点検や保守、修繕を行ってい
るものの、毎年、修繕箇所も増え、多大な経費を要しています。
こうしたことから、笠懸地区の各校の給食室を、学校給食衛生管理基準を満たし

たものにするためには、建て替え等根本的な対策が必要です。その際は、ドライシ
ステムへの変更が必要となりますが、現状の給食室では大幅に面積が不足しており、
笠懸小学校給食室では現給食室面積(107 ㎡）の約 3倍である 323 ㎡の面積が不足
しております。なお、全ての学校において現状の給食室面積よりも広い面積が必要
となります。（表３参照）

【表１】学校給食室の建設年度表

【参考】

※築年数は、令和２年度現在

施設名 建設年度

笠懸幼稚園給食室 昭和 49 年建設（築 46 年）

笠懸小学校給食室 昭和 44 年建設（築 51 年）

笠懸東小学校給食室 昭和 51 年建設（築 44 年）

笠懸北小学校給食室 昭和 53 年建設（築 42 年）

笠懸中学校給食室 昭和 46 年建設（築 49 年）

笠懸南中学校給食室 昭和 57 年建設（築 38 年）

施設名 建設年度

東学校給食センター 平成 15 年建設（築 17 年）

大間々学校給食センター 平成 25 年建設（築 7年）

＜検討内容① 「みどり市の学校給食について」＞
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＜会議資料内容・説明内容＞

【表２】学校給食衛生管理基準に照らし合わせた場合の現状の自校方式の課題

【表３】笠懸地区各調理場の面積とドライ化するための必要面積等

検

討

等

の

内

容

意見
◆センター方式は大量調理を行う大きい規模の施設なので、衛生管理はしっか
りされていると思う。自校給食も同じレベルで行うこともできるが、現状で
は校舎が古いのでそこまで対応できていないという認識を持っている。自校
方式でセンター方式レベルの衛生管理をするには、給食室の更新が必須にな
るというのが今回のポイントになるのではないかと思う。

◆笠懸小の１，０００食を１０７㎡の給食室で作るというのは、考えられない
狭さ。なぜこれができるのかというと仕切りのない昔の施設だから。

◆施設の老朽化については、自校方式でいくのであれば改修では難しいので恐
らく建て替えを前提に検討しないといけないと思うが、学校自体が古いので
給食室を立て替えたとしたら建物全体はどうするのかという話になるとすぐ
に対応は難しい。給食室だけの問題ではなくある程度の期間をかけて整備し
ていくという認識で自校方式かセンター方式のどちらを取るかになる。

作業面

○基準では、ドライ方式の導入に努めることが示され

ている。現在はウェット方式の施設をドライ運用し

ている。

○作業区域が分かれていない。

○作業面積が狭いため、調理後の給食を一時的に下処

理シンクの付近に置くなどの状況がある。

施設設備

面

○面積が狭いため、荷受け・検収（検品）・下処理を同

じ部屋で行っている。

○野菜等の下処理を行うシンクと調理を行う釜が近い

位置にあり、なおかつ壁等で隔てられていない。

○釜まわりの排水部分に踏み入れないと作業ができな

いため、排水の中での作業と同じ状況となっている

面積（㎡）
ドライ化

必要面積（㎡）

不足面積

（㎡）

笠懸幼稚園給食室 105 90.0 0

笠懸小学校給食室 107 430.56 323.56

笠懸東小学校給食室 204 371.52 167.52

笠懸北小学校給食室 185 336.96 151.96

笠懸中学校給食室 108 371.52 263.52

笠懸南中学校給食室 191 371.52 180.52

＜検討内容① 「みどり市の学校給食について」＞

施設名

概要
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検

討

等

の

内

容

◆子供たちの数そのものがわずか５年で１０％ほど減少となる。子供たちの人
数によりどのくらいの給食設備が必要になってくるのか関係してくると思う。
長いスパンでどのくらい調理する能力が必要なのか、それがまとまっていた
り分散していたりが費用として見合っているのか。こういった方向性が議論
されたり見えてくるとよい。

◆笠懸地区では自校方式が望ましいという感覚はある。試食をして比較をする
など実態を検証した上で次の議論が必要である。

共通認識事項
◆現状の笠懸地区の給食室は、昭和 44 年から昭和 57 年までに建てられた施設
で、40 年前後が経過しており、施設の老朽化が顕著となっている。また、笠
懸地区の各校の給食室は、建設当時の基準に基づいて整備された施設であり、
現行の衛生管理基準に定められた区域区分を行い、ドライ方式に適合するよ
う調理機器等を整備する必要があり、全ての学校で現状の調理場の面積より
も広い面積が必要となる。

◆自校方式で進める場合には「改修」ではなく「建て替え」が前提となるが、
校舎全体も同時に考える必要があり、整備期間を考慮した更新の必要がある。
あわせて、みどり市の公共施設の整備計画と関連させる必要もあると思う。

＜検討内容① 「みどり市の学校給食について」＞
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３．検討内容② みどり市の学校給食の提供方式の比較
（１）栄養バランスに配慮した美味しい給食

（２）安全安心な給食の提供

＜会議資料内容・説明内容＞

みどり市では、市学校給食会栄養教諭・栄養士会において各職員が緊密に連携し
て個々の取組等について情報交換するなどしながら、常に市全体の学校給食の質の
向上に努めています。献立に関しては、市内の各栄養士が順番で作成する基本献立
をもとにそれぞれの施設で献立を検討しているため、どちらの方式も基本的には同
じメニューとなっています。また、味つけ等についても、どちらの方式も国の基準
にのっとり調理しています。
さらに、自校方式では作りたての給食を提供し、センター方式では、保温性の高

い二重食缶（保温で 65℃以上、保冷で 10℃以下 2時間以上維持）を使用すること
により適温状態で配送しております。センター方式において、最も配送時間が長い
福岡中央小(統廃合により R2 年度からは配送なし）では配送時間 20 分であり、新
設校[笠懸西小学校（仮称）]への配送時間は 15 分を想定しています。全ての学校
で、子供たちは、温かいものは温かく、冷たいものは冷たい状態で給食を喫食して
います。

検

討

等

の

内

容

意見
◆栄養バランスや衛生基準の適合した給食調理、提供についてはどちらの提供
方式にも差はあまりないと考える。

共通認識事項
◆いずれの提供方式においても、学校給食摂取基準に基づき、栄養バランスに
配慮した適温での給食を提供している。

＜会議資料内容・説明内容＞
調理段階では、センター方式では、学校給食衛生管理基準に基づいた施設・設備・
工程管理等の導入により、事故等の未然防止が図られています。具体的には、それ
ぞれの工程で事前に危害を予測し、その危害を防止するための重要な管理点を特定
した上で、そのポイントを継続的に監視・記録し、異常が認められた場合は速やか
に対応するものであります。なお、自校方式においても、施設の改修又は建て替え
によりドライ方式を導入し、作業区域を分離した場合は同様の対応が可能となりま
す。
また、配食及び喫食の段階で異物混入等が疑われる場合等では、自校方式、セン

ター方式ともに、初期対応は各校で市内共通の「学校給食異物混入対策マニュアル」
に沿って、校長の指揮のもと関係職員が連携しながら組織的に行うため、全ての学
校で統一した取組を行っています。

検

討

等

の

内

容

意見
◆現状の自校方式においても今後自校方式として更新を行うのであれば、大間々
学校給食センターと同じようにドライ方式を導入することができる。

◆異物混入防止について、今の自校方式の調理場面積の場合、外からの虫を防
ぐための二重扉設置や作業性・安全性の高い作業場所を確保することは難し
い。また、真空冷却器等の機器を置く場所や食材別に作業が出来るシンクが
無いため、食材の温度管理や使い分けができずに交差の発生など安全性の確
保も難しいと考える。

＜検討内容② みどり市の学校給食の提供方式の比較＞
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（３）食物アレルギーへの対応

検

討

等

の

内

容

意見
◆同じ設備で調理を行った場合、食中毒が起きたときにセンター方式の方が提
供数が多いため対象者が増える場合がある。ただし、センター方式でも調理
方法のルールを徹底することで食中毒等の事故を未然に防ぐことはできる。

◆自校方式は調理設備や器具の設置数が足りていない場合に、使いまわしや作
業の交差汚染から、二次汚染による衛生事故に繋がる可能性がある。
共通認識事項
◆施設の更新を行った場合には、自校方式であってもドライ方式を導入するこ
とが可能であり、いずれの提供方式においても衛生管理基準を満たした施設
とすることができる。

◆給食室の面積が確保できないと、厨房機器の種類やシンクの数に制限が出る
ことや、衛生面でも劣る部分が出てくる。

◆食中毒等の事故が発生した場合には、センター方式では対象者が増える危険
性が高くなる。また、自校方式では調理施設が多くなるので、個別の事故の
危険性が高くなる。

＜会議資料内容・説明内容＞
みどり市小中学校児童生徒の食物アレルギーを持つ割合は約２％（令和 2年度：

約 4,000 人の内 82 人）です。これまでは、牛乳の代替品（麦茶や緑茶）の提供、
詳細献立表の配布を行ってきましたが、除去食や代替食の提供は行ってきませんで
した。
そうした中、食物アレルギーの子供をもつ保護者の多くが学校給食でのアレルギー

対応を望んでいることから、アレルギー対応室を完備している大間々学校給食セン
ターにおいて対応を開始することとしました。令和 2年度から段階的に取り組み、
アレルギー対応食のメニュー開発や物品等の整備と合わせて、「みどり市食物アレ
ルギー対応マニュアル」の作成、学校、保護者、医療機関等の緊密な連携、安全確
認を経て、令和 4年度には、大間々学校給食センターから市内の全校への除去食や
代替食の提供を予定しています。

検

討

等

の

内

容

意見
◆県内の他自治体でもアレルギー食対応を進めている。みどり市でもこれから
検討するということだが、リスクがあるのでしっかり打合せをしてやっても
らえたらと思う。

◆子供の食物アレルギーが増えてきて、アレルギー食の対応は課題になってい
るが、文科省も整備が整わない限りやりなさいとは言っていない。あくまで
も文科省は条件が揃ったら対応しなさいと言っている。アレルギーに対応す
るということは、かなりの精度で整えないとコンタミネーション（アレルギー
物質の混入）が起こる可能性があるので、ここでアレルギー対応を考えるの
であれば、かなり綿密な所まで決めていかないと簡単にいくことではない。
しっかりと話し合いをされた方が良い。県内の施設でも新しく造る給食セン
ターではアレルギー室を造っているが、運用していない施設はたくさんある。
アレルギー対応をするには、給食室だけではなくて学校の担任の先生たちも
かなり大変な苦労をされると思うので、作る側だけでなく提供される担任の
先生たちも研修をしてもらい、市全体でしっかりとやっていかないといけな
いと思う。

＜検討内容② みどり市の学校給食の提供方式の比較＞
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（４）食育の推進

検

討

等

の

内

容

意見
◆アレルギー対応は全国で悩まれている。今までやったことがないとどこまで
やっていいのかわからない。言葉では簡単に除去食、代替食といわれるが、
一年間の栄養価を考えて細かいことを全部決めていかないといけない。アレ
ルギー対策をするということはどこまで安全性を確保できるかということ。
単独校でも多くの施設でアレルギー対応をしているところはあるが、その場
合、調理室の隅にガスコンロを１台おいて、着替えることもなく調理員が
アレルギー食を作る場合が多くコンタミネーションの危険がある。ただ、単
独校はどうしてもスペースが限られているので、やれる範囲で行うことを皆
さんが認識した上で、希望者に提供するしかない。アレルギー食提供を行う
体制を整えることで、誰もが楽しめる給食に繋げて頂きたい。
◆アレルギー対応が必要な児童生徒を全体の２％として見込んでいるようだが、
今後はさらに割合が増加し、１０％まで上がるという見解もある。

共通認識事項
◆食物アレルギーは年々増加しており、保護者などからの要望もあるが、リス
クのあることなので、綿密な準備や学校との打ち合わせが必須である。

◆コンタミネーション（アレルギー物質の混入）などの危険リスクを下げるた
めにも給食施設面積を大きくすること、また、アレルギー対応の専用室を設
けることが望ましい。

＜会議資料内容・説明内容＞
みどり市では、市学校給食会栄養教諭・栄養士会により、5名の県費栄養士（栄

養教諭 3名・栄養主任 2名）が市内小中学校を巡回し、統一した食育を行い、差が
生じないよう努めています。
取組の一環として、定期的に食育だよりを市内全校の児童生徒の家庭に配布して

おり、市内全ての小学５年生、中学２年生を対象とした嗜好調査や朝食摂取状況等
の調査結果を踏まえながら望ましい食生活等について啓発する内容となっています。
また、食に関わる人々の様々な活動に支えられていることについて、感謝の念や

理解が深まるような配慮が必要である点については、自校方式は、日頃の調理員等
との交流をとおして、毎日おいしい給食を作ってくれることに対して感謝の気持ち
を抱きやすい環境にあると言えます。
一方、センター方式では、大間々学校給食センターの見学（小学校生活科※2）や

自校方式と同じく定期的なおたよりを配布することにより、センター方式の調理員
も自校方式の調理員と同様に心を込めて調理していることを子供たちに伝える機会
を設けています。
なお、今後は GIGA スクール構想を進める中で、子供たちに１人１台のタブレット
が配備されるため、調理場の様子を配信したり、離れている施設の調理員との交流
が可能となります。

（※2「学校、家庭及び地域の生活に関する内容」として、地域の場所やそこで働いている人に
ついて考え、自分たちの生活が様々な場所や人と関わりながら成り立っていることを学習しま
す。）

＜検討内容② みどり市の学校給食の提供方式の比較＞
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（５）地産地消の推進

検

討

等

の

内

容

意見
◆食育について、自校方式では調理員との距離が近い、においを感じるという
保護者からの意見があるが、新しく給食室を改修することで今のように調理
員との交流やにおいもしなくなると思うので、センター方式との差はないの
ではないか。

◆自校方式では、子供たちが給食をつくっているところを直接見ることができ
て、感謝の気持ちを持つことが食育につながるとは思うが、センター方式の
調理作業風景をビデオ等に撮り、給食時間に数分でも流すことができれば、
直接ではないが、センター方式でも給食を調理する様子をみることができる
のではないか。
共通認識事項
◆みどり市では、各栄養教諭・栄養職員が協力しながら、各校への訪問指導を
行うなど、食育に力を入れている。

◆自校方式の食育面での良さとして、においを感じることや調理員との距離が
近いことなどが一般的な意見としてあるが、自校方式として建て替えた場合
には、においはあまりしない（外にもれない）こと、また、衛生面からも調
理員との接触は控えることが考えられるため、センター方式との差はあまり
ない。

◆今後は、タブレット端末への映像配信などデジタル機器を活用した食育を進
めることになる。

＜会議資料内容・説明内容＞
自校方式、センター方式ともに可能な限り地元の食材を使うよう努めており、地

元の食材については献立表の中でも分かりやすく紹介しています。
野菜等については、「みどり市学校給食用物資納入業者登録に関する取扱要領」

の条件を満たした登録業者に発注しています。地元とのつながりという視点から見
ると、笠懸地区では、各登録業者への発注が均等になるよう、月ごとに順番で発注
するなどして配慮しています。また、大間々学校給食センターの登録業者の一つで
ある大間々農産物集荷所利用組合では地場産の農産物を取り扱っているため、安定
的に地元農産物を仕入れています。
米飯については、笠懸地区、大間々地区は群馬県学校給食会に委託し、東地区で

は、学校給食センターで炊飯しています。なお、笠懸地区では、ＪＡにったみどり、
みどり市、学校給食会による三者協議を経て、みどり市（笠懸地区）産の米を笠懸
地区の小中学校用に提供できるよう取り組んでいます。

検

討

等

の

内

容

意見
◆食材の野菜について、価格の変動があっても先に値決めした契約の方が安定
していいのではないか。契約で決めれば納入する側は必ずその量は納めるこ
とになる。
共通認識事項
◆野菜は気候によって量や金額が左右され、先のことも約束をしてしまうと不
利になることもあるので現状では月ごとの発注をしている。ただし、契約方
法などについて、今後の検討は必要である。

◆自校方式、センター方式のいずれの提供方式においても、積極的に地元産食
材を使用している。さらに地元産割合を高めていくためには、地元農家等と
の協力体制の構築を進める必要がある。

＜検討内容② みどり市の学校給食の提供方式の比較＞
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（６）災害時の対応

＜会議資料内容・説明内容＞
『みどり市地域防災計画』において「避難所」として市内各校が指定されており、

「炊き出し場所」としては、各校の給食調理室（笠懸地区）と学校給食センター（大
間々・東地区）が指定されています。

＜指定避難所（市内各校）＞ ＜炊き出し場所＞

炊き出しは、婦人消防隊や自治会等の団体の協力を得て行うこととしていますが、
「みどり市地域防災計画」では各調理室が炊き出し場所として想定されているため、
状況に応じては、調理委託業者の協力を要請します。
なお、婦人消防隊各団体の協力による炊き出しについては、各校の家庭科室や屋

外（炊き出し用の釜等を利用）での調理を想定して訓練を行っており、給食調理室
を使用した訓練は行っていません。

検

討

等

の

内

容

共通認識事項
◆災害発生から数日は非調理食料（備蓄品）の提供を行い、その後、家庭科室
や屋外での炊き出しを行うことになる。

◆さらに状況が整った場合には給食調理室などでの調理を行うことも想定され
るが、被害等の状況にもよるため、限定的な想定となる。

地区 指定避難所

笠懸地区

笠懸小学校

笠懸東小学校

笠懸北小学校

笠懸中学校

笠懸南中学校

大間々地区

大間々東小学校

大間々南小学校

大間々北小学校

大間々中学校

大間々東中学校

東地区
あずま小学校

東中学校

地区 炊き出し場所

笠懸地区

笠懸小学校給食調理室

笠懸東小学校給食調理室

笠懸北小学校給食調理室

笠懸中学校給食調理室

笠懸南中学校給食調理室

大間々地区 大間々学校給食センター

東地区 東学校給食センター

＜検討内容② みどり市の学校給食の提供方式の比較＞
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４．検討内容③ 給食提供方式の概算費用の比較
（１）初期投資・維持管理運営費にかかる費用の検証

＜会議資料内容・説明内容＞

① 前提条件の整理

費用検証にあたり、条件を設定した上で算出を行う必要があるため、以下の３
つの項目を前提条件として設定しました。

前提条件①：児童生徒数の推移を踏まえた施設規模
笠懸地区における児童生徒数の推移（下記表参照）から、適正規模の施設(R6

年基準：提供食数 2,669 食）で「自校方式として建て替え」もしくは「センター
方式で新築」することを前提条件とし費用を算出しました。

＜児童生徒数の推移（笠懸地区）＞R2.5.1 時点の推計

前提条件②：建て替え・新築を行う場所（用地）
必要な用地については、新たに用地を購入する場合、または、市有地（各学校

敷地や使わなくなった施設の跡地等）を利用する場合が想定されます。
上記２つの場合を想定して、それぞれの費用を算出しました。

R2 R3 R4 R5 R6

笠懸地区

児童生徒数(人）
2,627 2600 2,548 2,512 2,439

笠懸地区

教職員数（人）
250 240 235 235 230

合計食数（食） 2,877 2,800 2,783 2,747 2,669

自校方式継続（建て替え） センター方式導入（新築）

【新たに用地

を購入する

場合】

◆現在の学校敷地内に建て替えする場合には、

笠南中と笠懸西小（新設校）を除き、用地

が不足する見込み。

◆不足分の用地（給食室を駐車場等に建てた

場合に不足する面積を 500 ㎡として想定）

を購入

⇒固定資産税評価をもとに各校（4校）周

辺の駐車場用地等の土地購入費を算定。

◆約3,000食の提供能力を有する給食セン

ターが建設できる用地（約 5,500 ㎡を想

定）を購入

⇒固定資産税評価をもとに笠懸地区の土

地購入費を算定。

【市有地を

活用する

場合】

◆新たに用地を購入せずに、現在の学校敷地

内に建て替えを行う。※ただし、児童の教

育活動に支障が出てしまう（運動場が狭く

なるなど）

⇒自校方式建て替えに必要な面積を500㎡

として想定し、その整地費用を算定。

◆新たに用地を購入せずに、使わなくなっ

た市有施設の跡地等を活用。

⇒給食センター新築に必要な面積を約

5,500 ㎡として想定し、その整地費用

を算定。

＜検討内容③ 給食提供方式の概算費用の比較＞
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＜会議資料内容・説明内容＞

前提条件③：アレルギー対応室設置の有無
笠懸地区における「自校方式継続」・「センター方式導入」の想定に加え、アレ

ルギー対応方法の観点等を踏まえ、下記の３パターンを基本条件としました。

＜各パターンと条件詳細＞

② 初期投資費・維持管理運営費の検証

各パターンにおけるイニシャルコスト・ランニングコストを想定すると次
項に示す表のとおりとなります。

①－A

【自校アレルギー

対応室有】

①ーB

【自校アレルギー

対応室無】

②

【センター方式】

給食施設

建築方法

◆既存 5校給食室（笠懸小・笠懸東小・

笠懸北小・笠懸中・笠懸南中）の敷地内

及び隣接地における建替

◆新設校（笠懸西小）の敷地内における

給食室新築

◆笠懸学校給食セン

ター新築

児童生徒数の推移か

ら 3,000 食規模とし

て設定(R6 年度想定）

アレルギー

対応室新設
○（新設する） ×（新設しない） ○（新設する）

アレルギー

食調理

（配送）

各学校で調理

大間々学校給食

センターで調理

（配送）

笠懸学校給食

センターで調理

（配送）

延床面積

笠懸小（370㎡）、笠懸東小（370㎡）、

笠懸北小（340㎡）、笠懸中（370 ㎡）、

笠懸南中（370㎡）、笠懸西小（370 ㎡）

約 2,000 ㎡

＜検討内容③ 給食提供方式の概算費用の比較＞
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＜検討内容③ 給食提供方式の概算費用の比較＞

＜会議資料内容・説明内容＞

＜イニシャルコスト（初期投資費）＞

＜年間ランニングコスト（年間維持管理運営費）＞

＜初年度総合計＞

※総合計について、イニシャルコストの合計は「用地新規購入時」の数値を使

しております。

①－A

【自校アレルギー

対応室有】

①ーB

【自校アレルギー

対応室無】

②

【センター方式】

用

地

用地新規購入費用 約４,７00 万円 約４,７00万円 約1.4億円

（市有地活用時整備費） (約 1,600 万円） (約 1,600 万円） （約 5,300万円）

解体・建設・設備費 約 13.9 億円 約 13.7億円 約11億円

調理器具費 約3.1 億円 約 3億円 約 3億円

合 計
約１7.4 億円 約17.1 億円 約 1５.４億円

（約 17.1 億円） （約 16.8 億円） （約 14.6 億円）

①－A

【自校アレルギー

対応室有】

①ーB

【自校アレルギー

対応室無】

②

【センター方式】

人件費 約 1.5 億円

（調理員：計 48 名）

約 1.1 億円

（調理員：計 36 名）

約 8,000 万円
（調理員・ドライ
バー：計 30 名）

光熱水費 約 4,000 万円 約 3,500 万円 約 2,600 万円

維持管理費 約 1,550 万円 約 1,500 万円 約 1,200 万円

合 計 約 2億円 約 1.6 億円 約 1.2 億円

①－A

【自校アレルギー

対応室有】

①ーB

【自校アレルギー

対応室無】

②

【センター方式】

総合計（初年度） 約 19.4 億円 約 18.7 億円 約 16.6 億円
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＜検討内容③ 給食提供方式の概算費用の比較＞

検

討

等

の

内

容

意見
◆給食の試食をしたところ、両方の提供方式に大差はないと感じた。
◆更新に必要な用地は出来れば市有地の活用を考えた方が良い。市内を実際に
見てみても活用できそうな場所がありそうだ。

◆センター方式と同条件の自校方式を建てられるかといったら無理。自校方式
の面積では、食材毎に分けたシンク台数の設置などは難しく、食材が変わる
ごとにシンクを洗浄して使うという工程が出てくるので、これでは同条件と
はいえず、安全性も同じではない。センター方式が絶対安心で自校方式が安
心ではないといっているわけではないが、もう少し項目に安全安心な部分を
上げて比較するのがよいと思う。

◆自校方式に調理設備を増設した場合、学校全体で確保している設備容量の見
直しや換気状況、床や建築的な見直しの必要性も出てくると思われる。

◆笠懸地区の各小中学校には自校方式を新しくするために必要な土地はないと
思っているので、給食室を増築するのは難しいのでは。

◆自校方式の方がどうしてもコストが高くなるので、そのコストに対して１０
年、２０年後のみどり市がフォローできるか。自校方式で継続すれば笠懸地
区ばかりがたくさん負担がかかり、大間々地区のほうは比較的コストの低い
センター方式なので、市の負担する差が開いてくるとかそのようなことが分
かると良い。

◆自校方式であれば、今の給食室を壊して同じ場所に建てるのか、今の給食室
を使いながらほかの場所に建てて、すぐ新しい給食室を使えるのかなど、タ
イムラグがどれくらいあるのか、スケジュールを知りたい。自校方式の建て
替えがどのくらい時間がかかるかで、センター方式との比較ができると思う。

共通認識事項
◆コストについては、初期投資費用、維持管理費用ともにセンター方式の方が
低く抑えられる。

◆自校方式での更新はコスト面や更新スケジュールを考慮する必要がある。ま
た、財政面や更新期間などを踏まえて考える必要がある。

◆給食センター建設において、市有地を活用する場合の候補地はいくつか考え
られる場所がある。

◆自校方式更新の場合において、衛生面を考慮した広い面積の給食施設を建設
するには敷地面積の確保が難しい学校もある。
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＜検討内容③ 給食提供方式の概算費用の比較＞

（２）概算費用の比較の整理

＜会議資料内容・説明内容＞
各パターンにおける今後２０年の費用推計を比較すると下記表のとおりとなりま

す。

＜今後２０年の費用推計＞

◆①－A（自校アレルギー対応室有）と②（センター方式）については

約１８億円の差

◆①－B（自校アレルギー対応室無）と②（センター方式）については

約 9.7 億円の差

検

討

等

の

内

容

意見
◆「コストパフォーマンスが良いのでセンター方式が良い」という訳では無く、
大切なのは子供たちにどれだけ安全なものを提供できるか。コストの部分は
後からついてくる話である。

◆施設の更新を行った時、安全な給食を提供するためにどちらの方式が“より”
衛生面について優れているかなどの検証・評価を行う必要がある。

共通認識事項
◆コストについても評価の視点に加える必要がある。
◆ＰＴＡ役員等に行ったアンケート調査での代表的な回答なども評価の視点に
加えてみてはどうか。

◆コストについては、センター方式の方が抑えられるが、コスト面だけでなく、
衛生面やアレルギー対応も含めてどちらの方がより安全安心な給食提供が出
来るのかを考える必要がある。
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＜検討内容④ 検討内容の評価＞

５．検討内容④ 検討内容の評価
（１）検討内容の評価

＜会議資料内容・説明内容＞
評価表（項目）については、これまでの検討内容や会議内での意見等をもとに設定したもの

を各委員に事前確認をして頂くなど、十分協議検討したうえで評価表（項目）の作成を行い、
各委員が内容を了承した評価表（項目）をもとに第４回会議（令和 2年 12 月 16 日）内にて評
価を実施いたしました。
なお、検討内容②における「(5)地産地消の推進」、「(6)災害時の対応」については、今後さ

らなる調整（「地産地消の推進」については地元業者との調整など、「災害時の対応」について
は、庁内他課との調整など）を進めた上で、両方式におけるさらなる取り組みを考える必要が
あり、現時点では各委員が両方式の比較を行うことが難しいため、評価項目には含めないこと
としました。
※「学校給食に求められている項目」の４項目と「コストに関する項目」の１項目について、各「検
討内容」の実現が可能かどうかを、補足事項などを踏まえ、採点基準をもとに 10 点満点で評価し
ました。

<採点基準＞
10 ・・・各検討内容について、全て「無理や支障なく」実現が可能
8 ・・・各検討内容について、概ね「運用の工夫」により実現が可能
6 ・・・各検討内容について、一部は「運用の工夫」により実現が可能
4 ・・・各検討内容について、いずれも実現するのはやや難しい（検討の余地がある）
2 ・・・各検討内容について、いずれも実現するのはかなり難しい（検討の余地がほとんど無い）
0 ・・・各検討内容について、全て実現することは不可能

評価項目１ ＜栄養バランスに配慮した美味しい給食＞

自校方式
（給食室を建て替えた場合）

※アレルギー室設置

センター方式
（新設した場合）
※アレルギー室設置

①「学校給食実施基準」で示
している１食当たりの摂取基
準を満たすことができるか。

◆いずれの方式でも検討内容を実現することが可能である。

②献立について、複数人で協
力して作成するなど、メ
ニューや栄養価のバランスに
配慮した作成が行えるか。

◆いずれの方式でも検討内容を実現することが可能である。

③「調理後２時間以内の給
食」（国が示す基準）を行う
ことができるか。

◆いずれの方式でも検討内容を実現することが可能である。

④スープなどを“温かい”状
態で提供することができる
か。

◆自校方式では、調理終了後
から短い時間で提供が出来
るため、温かい状態で提供す
ることができる。

◆センター方式では、調理終
了後から提供まで時間がか
かるが、移送時間等を考慮し
た保温性の高い二重食缶を
使用することで、温かい状態
で提供することができる。

⑤各調理場の特性（調理機器
の種類や提供方式）を踏まえ
た調理方法等により、児童生
徒の食欲が増すような工夫
ができるか。

◆自校方式では、一部の食材
（じゃがいもなど）は手切り
をすることにより大きく切
り、煮崩れしないような調理
ができる。また、「スチーム
コンベクション(※1)」や「真
空冷却器」等の機器を導入し
た場合には調理の幅が広が
り、食材の持ち味を十分に引
き出しながら、作りたてと変
わらない食感の給食を提供
することができる。

◆センター方式では、配送時
間等を考慮してスパゲッティ
の麺を固めに茹でておき、喫
食時には丁度良い堅さで食
べられるような工夫をするこ
とができる。また、「スチー
ムコンベクション」や「真空
冷却器」等の機器を使用する
ことで、食材の持ち味を十分
に引き出しながら、作りたて
と変わらない食感の給食を
提供することができる。

※1 スチームコンベクション・・・熱風・蒸気により、「焼く」、「蒸す」などの調理が可能である調理機器

検討内容

補足事項
（評価基準）
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＜検討内容④ 検討内容の評価＞

＜会議資料内容・説明内容＞

評価項目２ ＜安全安心な給食の提供＞

自校方式
（給食室を建て替えた場合）

※アレルギー室設置

センター方式
（新設した場合）
※アレルギー室設置

⑥荷受け室を２つ（肉専
用・野菜専用）設けて確実
に区別した荷受け作業を行
うことや、部屋を確実に区
分して下処理作業を行うな
ど、汚染度が異なる食材
（「肉・魚・卵類」と「野菜
類や果物類」）について、食
材間での汚染防止を行うこ
とができるか。

◆想定される建設面積(340
～370 ㎡）では、荷受け室
が１つになることや、各工
程毎の確実な区分が出来な
いことなどの施設上の制限
がある。

◆施設規模を大きくするこ
とができるため、荷受け室
を２つ設けることや、各工
程毎に部屋を区分すること
が可能である。

⑦一般的に細菌等の繁殖リ
スクが高いとされる（汚染
度が高い）肉・魚・卵類の
従事者を専任とすることが
できるか。

◆施設規模や調理数から、
調理員の配置に限りがある
（１施設４名～８名程度）
ため、汚染度が高い食材の
従事者は、通常食材の従事
者と兼任となる。（ただし、
人件費増による、増員対応
は可能）

◆施設規模や調理数から余
裕をもって調理員を配置
（30 名程度）できることか
ら、汚染度が高い食材の従
事者を専任とするなど、人
員を作業区域ごとに明確に
分けることが可能である。

⑧異物混入や食中毒などの
衛生事故が発生した場合の
被害拡大を抑えることがで
きるか。

◆異物混入や食中毒などの
事故が発生した場合、調理
食数が少ないため、被害は
最小限（事故が発生した学
校のみ）に抑えられる。

◆異物混入や食中毒などの
事故が発生した場合、調理
食数が多いため、被害は多
く（対象校や対象学級が多
く）なる可能性がある。

⑨異物混入や食中毒などの
衛生事故が発生した場合
に、教育委員会や学校が連
携した迅速な対応を行える
か。

◆いずれの方式でも検討内容を実現することが可能である。

⑩給食調理施設に、管理
者・栄養士・調理員が常時
配置されており、調理中の
緊急時の対応を迅速に行え
るか。

◆全ての学校への栄養教
諭・栄養職員の専属配置が
できないため、栄養教諭・
栄養職員が不在となる学校
があり（管理者である学校
長は常時配置）、緊急時の連
絡や報告に遅れが生じる可
能性がある。
◎現状では栄養教諭・栄養
職員は県費配置であるた
め、笠懸北小・笠懸中の２
校については、他校との兼
務により「常時配置」となっ
ていない。

◆センター方式では、管理
者である所長、栄養教諭が
常時配置されているため、
調理中の緊急時の連絡や報
告を迅速に行うことができ
る。

検討内容

補足事項
（評価基準）
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＜検討内容④ 検討内容の評価＞

＜会議資料内容・説明内容＞

評価項目３ ＜食物アレルギーへの対応＞

自校方式
（給食室を建て替えた場合）

※アレルギー室設置

センター方式
（新設した場合）
※アレルギー室設置

⑪アレルギー対応の内容に
ついて、学校と調理場（セ
ンター）間の情報共有を確
実に行えるか。（学校と保護
者で個別取り組みプランの
作成を行い、その内容を情
報共有するなど）

◆いずれの方式でも検討内容を実現することが可能である。

⑫アレルギー対応食調理の
従事者を専任とすることが
できるか。

◆通常の調理員人数ではア
レルギー対応食の従事者は
専任とならないが、コスト
増（2名×6施設=12 名）に
より専任を確保することが
できる。

◆通常の調理員人数ではア
レルギー対応食の従事者は
専任とならないが、コスト
増（3名～4名）により専任
を確保することができる。

⑬アレルギー食運搬時の通
常給食との交差やコンタミ
ネーション（※2）防止など、
人員の往来や食材の交差に
よる汚染防止などの二次汚
染防止（※3）を図ることが
できるか。

◆想定される建設面積(340
～370 ㎡）では、アレルギー
食運搬や食材の交差、コン
タミネーションなどによる
二次汚染防止を図るための
動線を確実に確保するに
は、施設面積が小さい。

◆施設規模・面積を大きく
することができる（約2,000
㎡）ため、アレルギー食運
搬などを考慮した動線とす
ることが可能であり、交差
やコンタミネーション防止
などの二次汚染防止を図る
ことができる。

⑭アレルギー調理を行うた
めの「専用室」を設け、容
器や食器類の専用洗浄コー
ナーや保管機を設置するこ
とができるか。

◆想定される建設面積(340
～370 ㎡）では施設規模・
面積に制限があるため、「ア
レルギー対応室」よりも簡
易的な｢アレルギーコー
ナー｣の設置となる。(IH コ
ンロなどの設置のみであり、
食器類の専用洗浄コーナー
や保管機は設置されていな
い)

◆施設規模・面積を大きく
することができる（約2,000
㎡）ため、施設・設備の整っ
た「アレルギー対応室」を
設置することが可能であ
り、容器や食器類は専用の
洗浄コーナー、保管機を設
置することができる。

⑮アレルギー調理を行うた
めの「専用室」内において、
複数品目のアレルゲン調理
を行うことができるか。

◆想定される建設面積(340
～370 ㎡）では施設規模・
面積に制限があるため、「ア
レルギー対応室」よりも簡
易的な「アレルギーコー
ナー」の設置となり、同日
においては原則１品目対応
となる。

◆施設規模・面積を大きく
することができる（約2,000
㎡）ため、施設・設備の整っ
た「アレルギー対応室」を
設置することが可能であ
り、複数の品目対応が可能。
（ただし、同日での複数品
目対応はリスクが高いた
め、慎重な対応が必要）

※2 コンタミネーション・・・調理等作業の際に、アレルギー物質を原材料として使用していないにもかかわらず、アレルギー物質

が微量混入してしまうこと。

※3 二次汚染・・・調理中の食品がまな板や調理器具、人の手などを介して細菌やウイルスに汚染されること。

検討内容

補足事項
（評価基準）
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＜検討内容④ 検討内容の評価＞

＜会議資料内容・説明内容＞

評価項目４ ＜食育の推進＞

自校方式
（給食室を建て替えた場合）

※アレルギー室設置

センター方式
（新設した場合）
※アレルギー室設置

⑯地元産食材の積極的な活
用（地元産米や郷土料理で
ある「おっきりこみ」など
の提供）により、地元産食
材の種類や収穫時期、郷土
料理への知識を深めること
ができる。

◆いずれの方式でも検討内容を実現することが可能である。

⑰食育に必要な栄養教諭・
栄養職員の人数が確保さ
れ、直接指導（学校訪問指
導など）を行うなどの積極
的な食育指導を行えるか。

◆現状と同数（計３名）の
県費栄養教諭・栄養職員が
確保されるため、これまで
通り積極的な食育が行え
る。

◆施設の集約により、県費
栄養教諭・栄養職員が減員
（現３名⇒２名に減）とな
るため、これまで通りの食
育を行うには、市費栄養士
配置（人件費増）による補
填が必要。※栄養士配置基
準から、食数に応じた人数
が定められている。

⑱調理中の場内見学を常に
行えるか。

◆学校敷地内に給食施設が
あるため、見学会などの設
定が容易である。

◆学校敷地内に給食施設が
ないため、校外学習などに
よる見学会を行う場合は日
時が限られるが、食育専用
のホールやスペースの確保
が可能。また、今後は調理
中の映像配信などによる補
完が可能である。

⑲給食室からのにおいを感
じることができる（食欲を
そそる）など、給食を特別
な時間として楽しむことが
出来るか。また、その“特
別感”を引き継いでいるか。

◆給食室の更新に伴う密閉
度の向上により、調理中の
においを感じることは現状
に比べるとほとんど無いが、
すぐ近くで調理をしている
ことや、調理後、短い時間
で給食が提供されるなどの
“特別感”を感じることが
できる。

◆給食はセンター調理であ
る（学校敷地外での調理で
ある）ため、調理中のにお
いを感じることはないが、
献立の工夫や二重食缶の使
用による温かい給食の提供
などにより、給食の時間を
楽しむことができる。

⑳栄養教諭等・調理員と児
童生徒の交流・触れ合いを
多くすることができるか。

◆学校敷地内に常時栄養
教諭等・調理員が在籍して
いるため、交流や触れ合い
の機会が多い。（調理員のモ
チベーション向上等につな
がりやすい）

◆学校敷地内に常時栄養
教諭等・調理員は在籍して
いないが、調理中の映像配
信やタブレットなどの通信
機器による調理員との会話
や交流の機会を設けること
により、補完が可能である。

検討内容

補足事項
（評価基準）
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＜検討内容④ 検討内容の評価＞

＜会議資料内容・説明内容＞

評価項目５ ＜概算費用等＞

検

討

内

容

・

結

果

等

評価作業に際して確認した内容

質問） 自校方式を建て替えた場合の面積として 340～370 ㎡とあるが、もっと
大きくすることも可能なのではないか。

回答）＜事務局から＞現状の笠懸各学校の敷地などの状況や食数から一般的に
想定される面積としている。例えば、校庭などの広い場所に 1,000 ㎡く
らいの大きい給食室を建設することは不可能では無いが、教育施設とし
てのバランスが取れなくなることや、現状の調理員数（笠懸北小では４
名）に対して調理場が広くなり、運営・清掃作業が短時間で終わらずに、
毎日の終業が６～７時になることが想定されるため、現実的な施設とは
ならない。あくまでも現実的な一般的な施設として更新した場合として
考えてほしい。

自校方式
（給食室を建て替えた場合）

※アレルギー室設置

センター方式
（新設した場合）
※アレルギー室設置

㉑食材の一括購入等によ
り、食材購入単価を抑える
ことができるか。

◆各施設毎での発注になる
ため、通常の単価での購入
となる（ただし、笠懸全校
を統一献立にするなどの運
用上の工夫をすれば単価を
抑えられる可能性がある。）

◆給食センターでの一括発
注になるため、単価を抑え
ることが可能である。

㉒更新の初期投資コストを
抑えることができるか。

◆概算算出による初期投資
コストは初年度で「約 19.4
億円」である。（ただし、施
設規模の縮小やスチームコ
ンベクションなど厨房機器
の削減などを行えばコスト
ダウンが可能。）

◆概算算出による初期投資
コストは初年度で「約 16.6
億円」である。

㉓年間運用コストを抑え、
財政面を考慮したコストバ
ランスを取ることができる
か。

◆概算算出による年間運用
コストは「約 2 億円」(20
年間では約57.4億円）であ
る。

◆概算算出による年間運用
コストは「約 1.2 億円」(20
年間では約39.4億円）であ
る。

㉔単年度の財政負担を抑え
ることができるか。（複数年
の財政負担により平準化が
図れるか）

◆各学校の給食施設更新
時期をずらすことにより、
複数年の財政負担とするこ
とができる。

◆１施設の建設事業である
が、起債等により複数年の
財政負担での事業を行うこ
とができる。

㉕合併特例債（R7 年度まで
に事業完了が条件）を活用
し、財政運営の効率を考慮
した建設事業を行うことが
できるか。

◆複数施設の建設事業であ
るため、比較的長期間での
設計・建設となるため、R7
年度以降の事業完了とな
る。

◆１施設の建設事業である
ため、比較的短期間での設
計・建設が可能であり、R7
年度までの事業完了が可能
である。

検討内容

補足事項
（評価基準）
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＜検討内容④ 検討内容の評価＞

質問） アレルギー調理について、同じ場所で同時に複数品目のアレルギー調
理を行うことはできるのか。

回答）＜委員から＞一般的にアレルギー室はアレルゲン毎に区別できる調理機
器の設置や、ガスの燃焼炎によるアレルゲンの拡散を防止するためのオー
ル電化、仕切り等による飛散付着防止に努め、コンタミネーション防止
を図っています。

質問）概算費用について、自校方式のコストとセンター方式のコストについて
は、それぞれ無理が無いと捉えられるのか。

回答）＜事務局から＞いずれの方式についてもコストをかければ、更新・新築
が可能である。ただし、コストに関する評価を行うにあたっては、各方
式におけるコストについて、財政負担が大きくなるのかどうかや、コス
トがより多くかかるのであれば、その多くかかった分が他の事業に影響
が出るかどうかというところで評価をして頂きたい。

検

討

内

容

・

結

果

等
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＜検討内容④ 検討内容の評価＞

検
討
内
容
・
結
果
等

評価結果（各項目 10 点満点、合計 50 点満点とし、平均点を示す）

10 ・・・各検討内容について、全て「無理や支障なく」実現が可能
8 ・・・各検討内容について、概ね「運用の工夫」により実現が可能
6 ・・・各検討内容について、一部は「運用の工夫」により実現が可能
4 ・・・各検討内容について、いずれも実現するのはやや難しい（検討の余地がある）
2 ・・・各検討内容について、いずれも実現するのはかなり難しい（検討の余地がほとんど無い）
0 ・・・各検討内容について、全て実現することは不可能

【１．学校給食に求められている項目】

【２．コストに関する項目】

＜１～５の合計＞

評価項目
自校方式

（給食室を建て替えた場合）
※アレルギー室設置

センター方式
（新設した場合）
※アレルギー室設置

1
栄養バランスに配慮
した美味しい給食

9.6 点 9.2 点

2
安全安心な給食の
提供 7.4 点 9.1 点

3
食物アレルギーへ
の対応 6.6 点 8.6 点

4 食育の推進 9.5 点 7.7 点

小計 33.1 点 34.6 点

評価項目
自校方式

（給食室を建て替えた場合）
※アレルギー室設置

センター方式
（新設した場合）
※アレルギー室設置

5 概算費用等 6.5 点 9.2 点

自校方式
（給食室を建て替えた場合）

※アレルギー室設置

センター方式
（新設した場合）
※アレルギー室設置

合 計 39.6 点 43.8 点
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＜検討内容④ 検討内容の評価＞

検
討
内
容
・
結
果
等

＜参考＞

評価後の意見交換
◆いずれの方式においても安全・安心かつ魅力のある給食提供を行って欲しい。
◆まずは「安全・安心な給食」が第一優先であり、その上で美味しい給食の提
供をお願いしたい。

◆自校方式においては匂いだけでなく調理場内が「見える」という良さであっ
たり、揚げ物は調理後すぐに提供できるのでより食味が良い状態で提供でき
る良さがあると考えている。どちらの方式にも良い所があるが、「安全・安
心」で衛生的な給食が第一である。

◆安全・安心な給食がまずは最優先であるが、次にやはり経費を主と考えるこ
ととなるのではないか。安全面とコストのバランスを考える上で、こういっ
た議論が非常に大切だと感じた。

◆非常に難しい課題を４回の会議で議論してきた。笠懸地区の“こだわり”に
ついては、今後も大事にして頂きたい。

◆安全安心が一番だが、コストも大切。できるだけ議論を行い、一定の結論を
出すことが大切である。

◆市としては福祉など教育以外の分野でも今後ますます費用がかかることと思
う。自校方式とセンター方式で同じような給食が提供できるのであれば、コ
ストを踏まえた選択が必要。
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＜検討内容④ 検討内容の評価＞

検
討
内
容
・
結
果
等

◆今でも校舎の近くを通ると給食の匂いを感じることができる。笠懸地区には
自校方式に誇りを持っている人が多くいるが、現実を考えての評価となった。
点数をつけるということは非常に難しく差が付けられない部分もあった。是
非、子供たちには食材の生産者に感謝をしてもらいながら給食を楽しんで欲
しい。

◆多くの意見があったように、やはり「安全・安心」な給食を目指すことが重
要である。みどり市の子供たちに「継続して安全な給食を届けるためにはど
うすれば良いか」を考えることが本会議の主の目的であったと思う。

◆これまで、給食提供方式について一般的な意見として「どちらの方式が良い」
というものはあったかと思うが、細かいところまで良く検討したうえでの意
見では無かったと思う。この会議において一番良かったことは、いずれの方
式についても、しっかりと細かいところまで検討を行うことが出来たことで
ある。また、それぞれの方式において得意・不得意な部分がそれぞれあるが、
どちらの方式もきちんと検討して対応すれば変わらず同じことができるはず。
同じことができないなら工夫をしていけば補えるということが分かった。しっ
かり検討した上で今回の結果となったので、みどり市に対しては、この会議
での検討内容や結果等を踏まえて提供方式の検討を進めて頂きたい。
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６．総合評価

（１）検討経過

本検討委員会においては、老朽化が進んでいる笠懸地区の学校給食施設について、みどり市の

現状と課題を踏まえた“今後のあり方”と“最適な提供方式”を検討すべく、全４回の会議の中

で「栄養バランスに配慮した美味しい給食」、「安全・安心な給食の提供」、「食物アレルギーへの

対応」、「食育の推進」、「経費（初期投資費・維持管理運営費）」等の観点から検討を行ってまいり

ました。なお、各委員には評価項目の是非の判断や、各項目の内容検討を含めた「事前評価」を

行って頂いた上で、本評価を実施いたしました。（事前評価に用いた評価表は後頁に掲載）

（２）学校給食に求められている項目についての評価

学校給食に求められている項目についての評価として、以下の４つの観点から評価しました。

①「栄養バランスに配慮した美味しい給食」

いずれの方式も「学校給食実施基準」や「学校給食衛生管理基準」に基づいた給食調理・提

供を行うとともに、市学校給食会栄養教諭・栄養士会において各職員が定期的に情報交換する

など緊密に連携しながら常に市全体の学校給食の質の向上に努めていることから、栄養バラン

スや適正な時間内での喫食という点ではどちらも「評価出来るもの」であり両方式の間に差は

ないことを前提としました。

その上で、提供方式の違いによる給食の差についてそれぞれの試食結果も踏まえて比較しま

した。自校方式では、調理終了から給食開始までの時間が短いため、作りたての給食を適温状

態で喫食することができます。一方、センター方式でも、配送時間を考慮した保温性の高い二

重食缶を使用することで自校方式と同様に適温状態で喫食することができます。また、児童生

徒の食欲が増すような調理方法等の工夫という点において、自校方式では、一部の食材を調理

方法に合わせて手切りをするなど工夫できる良さがあり、センター方式でも、「スチームコンベ

クション」や「真空冷却器」等の器機を使用し、食材の持ち味を十分に引き出したり、調理の

幅を広げたりすることで作りたてと変わらない食感の給食を提供することが可能となっている

ことを確認しました。

以上のことから「栄養バランスに配慮した美味しい給食」については、どちらの方式も施設

の立地条件や機能等を十分に生かしながら、児童生徒にとって美味しい給食を提供していると

した上で、調理から給食提供までの時間が短いことに由来するわずかな差で自校方式の方が優

位であるとの評価に至りました。

②「安全安心な給食の提供」

異物混入や食中毒などの衛生事故が発生した場合の初期対応は、いずれの方式も、各校で市

内共通の「学校給食異物混入対策マニュアル」に沿って、校長の指揮のもと関係職員が連携し

ながら組織的に行うため両方式の間に差はないことを前提としました。

その上で、自校方式については、異物混入や食中毒などの衛生事故が発生した場合の被害拡

大を抑えることができることが優位な点であることを確認しました。
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一方、センター方式については、一般的に「施設面積規模」をより広く確保できることから、

調理作業区域毎の区別化が確実に行えたり、下処理用シンク等の調理設備について面積制限無

く必要台数が設置できたりするため、食品間の汚染防止に資するという点で優位としました。

また、人員を作業区域ごとに明確に分けることが可能となり、細菌等の繁殖リスクが高いとさ

れる肉、魚、卵類の従事者を専任とすることができる点についても、事故防止の観点からセン

ター方式の方が高い評価となりました。さらに、緊急時に迅速な対応ができるという点では、

管理者・栄養士・調理員が常時配置されているセンター方式の方が優れていると判断しました。

以上のことから「安全安心な給食の提供」については、センター方式の方が優位であるとの

評価に至りました。

③「食物アレルギーへの対応」

いずれの方式も、「学校と調理場との間の情報共有を確実に行えるか」という点では、「学校

生活管理指導表」をもとに学校、家庭、医療機関の三者が連携しながら取り組むため、両方式

の間に差はないことを前提としました。また、「アレルギー対応食調理の従事者を専任とするこ

とができるか」という点では、基本的には、人件費を増額することによりどちらの方式も対応

できるものととらえました。

その上で、センター方式では、自校方式に比べ面積を広く確保できるため、アレルギー食運

搬などを考慮した動線とすることが可能となり、交差やコンタミネーション（アレルギー物質

の混入）防止などの二次汚染防止が図れることや、施設・設備の整った「アレルギー対応室」

を設置することが可能となります。また、容器・食器類専用の洗浄コーナーや保管器の設置、

アレルギー調理専用室での複数品目のアレルゲン調理が可能であることなどから、「食物アレル

ギーへの対応」については、センター方式の方が優位であるとの評価に至りました。

なお、「食物アレルギーへの対応」に関する項目が、学校給食に求められている４つの項目の

中で、両方式を比較したときに評価の差異が最も大きい項目となりました。

④「食育の推進」

地元産食材の積極的な活用により、地元産食材の種類や収穫時期、郷土料理への知識を深め

ることができるかという点では、両方式の間に差はないことを前提とした上で、以下の点につ

いて評価しました。

みどり市では各栄養教諭・栄養職員が連携して市内各校を順番で訪問し「おやつの正しい食

べ方」や「朝食の重要さ」などの共通の食育に力を入れていることを確認しました。しかし、

自校方式においては、調理中の場内見学を常に行えるかという点や栄養教諭・調理員等と児童

生徒の交流・触れ合いを多くすることができるかという点から、学校敷地内に給食施設がある

自校方式の方が優位であると考えました。なお、みどり市における今後の食育については、現

在準備を進めている GIGA スクール構想の一環として、子供たちに１人１台配備されるタブレッ

ト端末を活用し、食育授業や給食センターの様子を配信するなど、いずれの方式においても児

童生徒に給食を身近に感じてもらえるような工夫をしていくことが期待されます。

次に、給食室からのにおいを感じることができる（食欲をそそる）など、給食を特別な時間

として楽しむことができるか、また、その“特別感”を引き継いでいるかという点については、

近くで調理された給食が、調理後、短い時間で提供されること等を“特別感”ととらえ、自校
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方式の方が優位であると評価しました。なお、においについては、本検討委員会では、「給食調

理場の建て替えを行った場合には、においが教室まで届かない構造となるため、教室内ではほ

とんど感じられない」という意見等を踏まえ、施設を更新した場合は、自校方式においてもほ

とんど無いものととらえました。

以上のことから「食育の推進」については、自校方式の方がセンター方式に比べ優位である

との評価に至りました。

なお、「地産地消の促進」については、みどり市の現状として地元農家との協力体制の構築を

進める必要があるなどの課題があることから、いずれの提供方式においても、課題の解消を進

めることによりさらなる地産地消の推進していくことが望まれます。

（３）コストに関する項目についての評価

両方式の概算費用等について、いくつかの側面から比較・評価を実施いたしました。まず、「予

算執行の平準化を図り単年度の財政負担を抑える」という点については、自校方式の場合、各学

校の給食調理場の施設更新時期をずらすことにより複数年の財政負担とすることができます。ま

た、センター方式の場合、１施設の建設事業ではありますが起債等により複数年の財政負担での

事業を行うことが可能となります。これらのことから、両方式の間に「単年度の財政負担を抑え

られるか」という点において大きな差異はないものと評価しました。

次に、「食材購入単価」や「更新の初期投資コスト」、「年間運用コスト」の抑制という点では、

複数の施設で運営を行う自校方式に比べ、１つの施設にて運営を行うセンター方式の方が、「食材

の一括購入」や「人員抑制」などが可能であり、コストの抑制をより進めることができることか

ら、センター方式の方が優位と判断しました。

さらに、財政運営の効率を考慮した建設事業を行うことができるかという点では、合併特例債

の活用期限が令和 7年度までとされていることから、両方式の期限内での事業完了の可能性を比

較した上でセンター方式の方が優位と判断しました。なお、財源については、最終的には市の判

断によるものと考えます。

以上のことから、コストに関する項目については総合的にセンター方式の方が優位であるとの

評価に至りました。

（４）評価のまとめ

笠懸地区では、昭和 16年に自校方式として学校給食を開始し、現在に至るまで同方式を継続

しております。一方で、大間々地区・東地区では笠懸地区と同様に自校方式としてそれぞれ昭

和 23 年に学校給食を開始いたしましたが、大間々地区では昭和 43年に、また、東地区では昭

和 54 年にセンター方式に転換してきた経緯があるところです。

このような市内各地域の学校給食に関する沿革を踏まえながら、学校給食に求められている

項目について自校方式とセンター方式のそれぞれの優位性やどちらも変わらない点などを改め

て整理した上で、コストに関する項目と合わせて総合的な評価を行うこととしました。
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①自校方式の良さ

自校方式の良さとしては、主に食育面での評価が高いことがあげられます。みどり市では各

栄養教諭・栄養職員が連携して市内各校で共通の食育を行っていることからその内容について

は全校で統一された特色ある取組となっており、それぞれの方式の間に差はないものと考えま

す。その上で、栄養教諭や栄養職員・調理員が近くにいることにより、児童生徒の給食への興

味・関心が高まることが期待できる点で自校方式の方が優位であると評価しました。また、一

部の献立において調理から喫食までの時間が短いことに起因する食感の差などがあることから、

美味しい給食という点においてもわずかな差で自校方式の方が優位であると評価しました。

このような自校方式の良さは、いずれも給食調理場と児童生徒との距離が近いことと大きく

関連しているものであります。

②センター方式の良さ

一方、センター方式の良さとしては、衛生管理面やアレルギー対応の面で評価が高いことが

あげられます。衛生管理について施設の更新を行った場合には一定の基準を満たすことができ

る点や、異物混入や食中毒などの衛生事故が発生した場合の迅速な対応、学校と調理場（セン

ター）とのアレルギーに関する確実な情報共有という点では、それぞれの方式の間に差はない

ものと考えます。その上で、施設面積がより広くとれることから、食材相互の汚染防止が図ら

れるなど安全面においてセンター方式の方が優位であると評価しました。また、運搬時のアレ

ルギー食と通常給食との交差やコンタミネーション防止などアレルギー対応の点においてもセ

ンター方式の方が優位であると評価しました。

このようなセンター方式の良さは、余裕のある作業面積の確保が可能であるという構造上の

理由と大きく関連しているものであります。

③運営合理化の必要性

学校給食の運営については、「学校給食業務の運営の合理化について」(昭和 60 年 文部省通

知）にあるように、民間委託の実施や、共同調理場の採用などにより、衛生管理に配慮しつつ

調理工程の合理化を行うなど運営の合理化を推進するようかねてより通達されており、このこ

とは現在もなお推進すべきものとされているものであります。また、現在、全国的に多くの地

方自治体において財政的な事情などから公共施設の在り方の見直しが求められております。み

どり市においても、様々な市民サービスをより安定的に行い、持続可能なものとしていくため、

公共施設等の統廃合や、各施設の更新時期を平準化させるなど、さらなる財政健全化に向けた

取組が加速化されるものと考えます。これらのことから、センター方式における「運営合理化

をより推進できる」などのコスト面での優位性については、今後の行政運営を安定的に行うた

めに大変重要なものとなります。

④結論（委員会の考える望ましい給食提供方式）

本検討委員会では以上の考え方のもとに、まずは子供たちへの食の安全を最優先に考え「今

後も継続的に安全安心な給食の提供を行う必要があること」、また、「様々な教育施策を実施す

る中、さらなる財政健全化に向けた取り組みを進める必要があること」から、衛生的な環境で

の給食調理・給食提供が可能であり、かつ、運用経費を抑え今後数十年以上にわたり、公共サー
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ビスとして持続可能な給食提供と施設運用を行うことができるセンター方式を採用することが

望ましいと総合的に評価いたしました。

なお、前述のとおり自校方式の優位性については評価するべきものであります。また、笠懸

地区の伝統である自校方式を維持したいという声も理解できるところです。そうしたことから、

センター方式を採用する場合においては、自校方式における良さをできる限り継承するよう、

教育環境の整備や教育施策を進めていくことが望ましいと考えます。例えば、議論の中で取り

上げられた、給食センターから各学校への動画配信など GIGA スクール構想の一環としてのタブ

レット端末を活用した食育推進などは、今後、充実した取組となることを期待します。

みどり市教育委員会に対しては、笠懸地区の学校給食提供方式の決定にあたり、本検討委員

会で協議・検討した過程や、本報告書内における考え方をもとに慎重かつ十分な検討を行って

いただくことが望ましいものと考えます。あわせて、将来的な給食提供方式が決定した後には、

喫緊の課題である笠懸地区各校の給食調理場の施設や調理器具等の老朽化の解消に向け、みど

り市教育委員会として早期に対応されることを要望いたします。

おわりに、学校給食の役割は、児童生徒が給食を通して必要な栄養を摂るためだけのもので

はなく、健全な食習慣を習得し、食の大切さを知る重要な教材となるところでもあります。安

全で栄養バランスのとれた給食が、成長期にあるみどり市小中学校の児童生徒の健康増進に寄

与するとともに、子供たちが食文化への理解を深めながら、将来にわたり正しい食生活を送る

ことができるよう願っております。

令和３年１月２５日

みどり市笠懸地区学校給食提供方式検討委員会

委員長 堤 洋樹
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みどり市笠懸地区学校給食提供方式検討委員会委員名簿

 氏 名 選出団体・機関 役職

委員長 堤 洋樹 群馬県建設技術センター 前橋工科大学建築学科 准教授

 副委員長 後藤 昌宏 株式会社学給絵所舎 代表取締役

神戸 美恵子 桐生大学 栄養学科 教授

 小沼 和彦 群馬県学校給食会 事務局長

 阿藤 恵子 群馬県教育委員会
健康体育課 学校安全・給食係

巡回指導員

 大澤 孝志 新田みどり農業協同組合 代表理事組合長

 金子 浩章 桐生市・みどり市学校保健会 副会長

 須永 麻子 みどり市学校薬剤師会 代表

 橋場 基 みどり市区長会
副会長

（笠懸第 6 区区長）

 森田 峯治 みどり市民生委員児童委員協議会 会長

 田村 孝裕 みどり市 PTA 連合会
監査

（笠中 PTA 会長）

 吉田 努 みどり市立小中学校長会 笠懸小学校 学校長
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＜添付資料＞

・評価表【会議用】

・評価表【事前採点用】

・事前評価のまとめ

・会議配布資料（第１回、第２回、第３回）



自校方式（給食室を建替えた場合）
※アレルギー室設置

センター方式（センターを新設した場合）
※アレルギー室設置

自校方式
（アレルギー室設置）

センター方式
（アレルギー室設置）

①「学校給食実施基準」で示されている１食当たりの摂取基準を満たすことが
できるか。
②献立について、複数人で協力して作成するなど、メニューや栄養価のバラン
スに配慮した作成が行えるか。
③「調理後２時間以内の給食」（国が示す基準）を行うことができるか。

④スープなどを“温かい”状態で提供することができるか。 ◆自校方式では、調理終了後から短い時間で提供が出来るた
め、温かい状態で提供することができる。

◆センター方式では、調理終了後から提供まで時間がかかる
が、移送時間等を考慮した保温性の高い二重食缶を使用するこ
とで、温かい状態で提供することができる。

⑤各調理場の特性（調理機器の種類や提供方式）を踏まえた調理方法等によ
り、児童生徒の食欲が増すような工夫ができるか。

◆自校方式では、一部の食材（じゃがいもなど）は手切りをす
ることにより大きく切り、煮崩れしないような調理ができる。
また、「スチームコンベクション(※1)」や「真空冷却器」等
の機器を導入した場合には、食材の持ち味を十分に引き出しな
がら、作りたてと変わらない食感の給食を提供することができ
る。

◆センター方式では、移送時間等を考慮してスパゲッティの麺
を固めに茹でておき、喫食時には丁度良い堅さで食べられるよ
うな工夫をすることができる。また、「スチームコンベクショ
ン」や「真空冷却器」等の機器を使用することで、食材の持ち
味を十分に引き出しながら、作りたてと変わらない食感の給食
を提供することができる。

⑥荷受け室を２つ（肉専用・野菜専用）設けて確実に区別した荷受け作業を行
うことや、部屋を確実に区分して下処理作業を行うなど、汚染度が異なる食材
（「肉・魚・卵類」と「野菜類や果物類」）について、食材間での汚染防止を
行うことができるか。

◆想定される建設面積(340～370㎡）では、荷受け室が１つに
なることや、各工程毎の確実な区分が出来ないことなどの施設
上の制限がある。

◆施設規模を大きくすることができるため、荷受け室を２つ設
けることや、各工程毎に部屋を区分することが可能である。

⑦一般的に細菌等の繁殖リスクが高いとされる（汚染度が高い）肉・魚・卵類
の従事者を専任とすることができるか。

◆施設規模や調理数から、調理員の配置に限りがある（１施設
４名～８名程度）ため、汚染度が高い食材の従事者は、通常食
材の従事者と兼任となる。（ただし、人件費増による、増員対
応は可能）

◆施設規模や調理数から余裕をもって調理員を配置（30名程
度）できることから、汚染度が高い食材の従事者を専任とする
など、人員を作業区域ごとに明確に分けることが可能である。

⑧異物混入や食中毒などの衛生事故が発生した場合の被害拡大を抑えることが
できるか。

◆異物混入や食中毒などの事故が発生した場合、調理食数が少
ないため、被害は最小限（事故が発生した学校のみ）に抑えら
れる。

◆異物混入や食中毒などの事故が発生した場合、調理食数が多
いため、被害は多く（対象校や対象学級が多く）なる可能性が
ある。

⑨異物混入や食中毒などの衛生事故が発生した場合に、教育委員会や学校が連
携した迅速な対応を行えるか。

⑩給食調理施設に、管理者・栄養士・調理員が常時配置されており、調理中の
緊急時の対応を迅速に行えるか。

◆全ての学校への栄養教諭・栄養職員の専属配置ができないた
め、栄養教諭・栄養職員が不在となる学校があり（管理者であ
る学校長は常時配置）、緊急時の連絡や報告に遅れが生じる可
能性がある。
◎現状では栄養教諭・栄養職員は県費配置であるため、笠懸北
小・笠懸中の２校については、他校との兼務により「常時配
置」となっていない。

◆センターには、管理者である所長、栄養教諭が常時配置され
ているため、調理中の緊急時の連絡や報告を迅速に行うことが
できる。

⑪アレルギー対応の内容について、学校と調理場（センター）間の情報共有を
確実に行えるか。（学校と保護者で個別取り組みプランの作成を行い、その内
容を情報共有するなど）
⑫アレルギー対応食調理の従事者を専任とすることができるか。 ◆通常の調理員人数ではアレルギー対応食の従事者は専任とな

らないが、コスト増（2名×6施設=12名）により専任を確保す
ることができる。

◆通常の調理員人数ではアレルギー対応食の従事者は専任とな
らないが、コスト増（3名～4名）により専任を確保することが
できる。

⑬アレルギー食運搬時の通常給食との交差やコンタミネーション（※2）防止
など、人員の往来や食材の交差による汚染防止などの二次汚染防止（※3）を
図ることができるか。

◆想定される建設面積(340～370㎡）では、アレルギー食運搬
や食材の交差、コンタミネーションなどによる二次汚染防止を
図るための動線を確実に確保するには、施設面積が小さい。

◆施設規模・面積を大きくすることができる（約2,000㎡）た
め、アレルギー食運搬などを考慮した動線とすることが可能で
あり、交差やコンタミネーション防止などの二次汚染防止を図
ることができる。

⑭アレルギー調理を行うための「専用室」を設け、容器や食器類の専用洗浄
コーナーや保管機を設置することができるか。

◆想定される建設面積(340～370㎡）では施設規模・面積に制
限があるため、「アレルギー対応室」よりも簡易的な「アレル
ギーコーナー」の設置となる（IHコンロなどの設置のみであ
り、食器類の専用洗浄コーナーや保管機は設置されていない）

◆施設規模・面積を大きくすることができる（約2,000㎡）た
め、施設・設備の整った「アレルギー対応室」を設置すること
が可能であり、容器や食器類は専用の洗浄コーナー、保管機を
設置することができる。

⑮アレルギー調理を行うための「専用室」内において、複数品目のアレルゲン
調理を行うことができるか。

◆想定される建設面積(340～370㎡）では施設規模・面積に制
限があるため、「アレルギー対応室」よりも簡易的な「アレル
ギーコーナー」の設置となり、同日においては原則１品目対応
となる。

◆施設規模・面積を大きくすることができる（約2,000㎡）た
め、施設・設備の整った「アレルギー対応室」を設置すること
が可能であり、複数の品目対応が可能。（ただし、同日での複
数品目対応はリスクが高いため、慎重な対応が必要）

みどり市笠懸地区学校給食提供方式　評価表【会議用】
　　　　　　　　　　　　　                　　【委員名：　　　　　　　　　　　　】

【1.学校給食に求められている項目】

◆いずれの方式でも、検討内容について「無理や支障なく」実現することが可能である。

◆いずれの方式でも、検討内容について「無理や支障なく」実現することが可能である。

◆いずれの方式でも、検討内容について「無理や支障なく」実現することが可能である。

◆いずれの方式でも、検討内容について「無理や支障なく」実現することが可能である。

◆いずれの方式でも、検討内容について「無理や支障なく」実現することが可能である。

※1 スチームコンベクション・・・熱風・蒸気により、「焼く」、「蒸す」などの調理が可能である調理機器
※2 コンタミネーション・・・調理等作業の際に、アレルギー物質を原材料として使用していないにもかかわらず、アレルギー物質が微量混入してしまうこと。
※3 二次汚染・・・調理中の食品がまな板や調理器具、人の手などを介して細菌やウイルスに汚染されること。

No 評価項目 【検討内容】
（評価内容）

＜補足事項＞
（評価基準）

評価

1

栄養バラン
スに配慮し
た美味しい
給食

     /10      /10

2
安全安心な
給食の提供

     /10      /10

3
食物アレル
ギーへの対
応

     /10      /10

 <採点基準＞  
 10 ・・・各検討内容について、全て「無理や支障なく」実現が可能
   8 ・・・各検討内容について、概ね「運用の工夫」により実現が可能
   6 ・・・各検討内容について、一部は「運用の工夫」により実現が可能
   4 ・・・各検討内容について、いずれも実現するのはやや難しい（検討の余地がある）
   2 ・・・各検討内容について、いずれも実現するのはかなり難しい（検討の余地がほとんど無い）
   0 ・・・各検討内容について、全て実現することは不可能
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自校方式（給食室を建替えた場合）
※アレルギー室設置

センター方式（センターを新設した場合）
※アレルギー室設置

自校方式
（アレルギー室設置）

センター方式
（アレルギー室設置）

みどり市笠懸地区学校給食提供方式　評価表【会議用】
　　　　　　　　　　　　　                　　【委員名：　　　　　　　　　　　　】

【1.学校給食に求められている項目】

No 評価項目 【検討内容】
（評価内容）

＜補足事項＞
（評価基準）

評価

 <採点基準＞  
 10 ・・・各検討内容について、全て「無理や支障なく」実現が可能
   8 ・・・各検討内容について、概ね「運用の工夫」により実現が可能
   6 ・・・各検討内容について、一部は「運用の工夫」により実現が可能
   4 ・・・各検討内容について、いずれも実現するのはやや難しい（検討の余地がある）
   2 ・・・各検討内容について、いずれも実現するのはかなり難しい（検討の余地がほとんど無い）
   0 ・・・各検討内容について、全て実現することは不可能

⑯地元産食材の積極的な活用（地元産米や郷土料理である「おっきりこみ」な
どの提供）により、地元産食材の種類や収穫時期、郷土料理への知識を深める
ことができる。
⑰食育指導に必要な栄養教諭・栄養職員の人数が確保され、直接指導（学校訪
問指導など）を行うなどの積極的な食育指導を行えるか。

◆現状と同数（計３名）の県費栄養教諭・栄養職員が確保され
るため、これまで通り積極的な食育指導が行える。

◆施設の集約により、県費栄養教諭・栄養職員が減員（現３名
⇒２名に減）となるため、これまで通りの食育指導を行うに
は、市費栄養士配置（人件費増）による補填が必要。※栄養士
配置基準から、食数に応じた人数が定められている。

⑱調理中の場内見学を常に行えるか。 ◆学校敷地内に給食施設があるため、見学会などの設定が容易
である。

◆学校敷地内に給食施設がないため、校外学習などによる見学
会を行う場合は日時が限られるが、食育専用のホールやスペー
スの確保が可能。また、今後は調理中の映像配信などによる補
完が可能である。

⑲給食室からのにおいを感じることができる（食欲をそそる）など、給食を特
別な時間として楽しむことが出来るか。また、その“特別感”を引き継いでい
るか。

◆給食室の更新に伴う密閉度の向上により、調理中のにおいを
感じることは現状に比べるとほとんど無いが、すぐ近くで調理
をしていることや、調理後、短い時間で給食が提供されるなど
の“特別感”を感じることができる。

◆給食はセンター調理である（学校敷地外での調理である）た
め、調理中のにおいを感じることはないが、献立の工夫や二重
食缶の使用による温かい給食の提供などにより、給食の時間を
楽しむことができる。

⑳栄養教諭等・調理員と児童生徒の交流・触れ合いを多くすることができる
か。

◆学校敷地内に常時栄養教諭等・調理員が在籍しているため、
交流や触れ合いの機会が多い。（調理員のモチベーション向上
等につながりやすい）

◆学校敷地内に常時栄養教諭等・調理員は在籍していないが、
調理中の映像配信やタブレットなどの通信機器による調理員と
の会話や交流の機会を設けることにより、補完が可能である。

 　　 /40  　　 /40

自校方式（給食室を建替えた場合）
※アレルギー室設置

センター方式（センターを新設した場合）
※アレルギー室設置

自校方式
（アレルギー室設置）

センター方式
（アレルギー室設置）

㉑食材の一括購入等により、食材購入単価を抑えることができるか。 ◆各施設毎での発注になるため、通常の単価での購入となる
（ただし、笠懸全校を統一献立にするなどの運用上の工夫をす
れば単価を抑えられる可能性がある。）

◆センターでの一括発注になるため、単価を抑えることが可能
である。

㉒更新の初期投資コストを抑えることができるか。 ◆概算算出による初期投資コストは初年度で「約19.4億円」で
ある。（ただし、施設規模の縮小やスチームコンベクションな
ど厨房機器の削減などを行えばコストダウンが可能。）

◆概算算出による初期投資コストは初年度で「約16.6億円」で
ある。

㉓年間運用コストを抑え、財政面を考慮したコストバランスを取ることができ
るか。

◆概算算出による年間運用コストは「約2億円」(20年間では約
57.4億円）である。

◆概算算出による年間運用コストは「約1.2億円」(20年間では
約39.4億円）である。

㉔単年度の財政負担を抑えることができるか。（複数年の財政負担により平準
化が図れるか）

◆各学校の給食施設更新時期をずらすことにより、複数年の財
政負担とすることができる。

◆１施設の建設事業であるが、起債等により複数年の財政負担
での事業を行うことができる。

㉕合併特例債（R7年度までに事業完了が条件）を活用し、財政運営の効率を考
慮した建設事業を行うことができるか。

◆複数施設の建設事業であるため、比較的長期間での設計・建
設となるため、R7年度以降の事業完了となる。

◆１施設の建設事業であるため、比較的短期間での設計・建設
が可能であり、R7年度までの事業完了が可能である。

　　  /50 　　  /50

◆いずれの方式でも、検討内容について「無理や支障なく」実現することが可能である。

小計（１～４の合計）

【2.コストに関する項目】

総合計（１～５の合計）

4 食育の推進

     /10      /10

No 評価項目
【検討内容】

＜補足事項＞ 評価

5 概算費用等

     /10      /10

【アレルギー室設置について】
 笠懸地区において、給食施設の更新後も安定したアレルギー対応食の提供を行う必要があることや、今後は食物アレ
ルギー対象者の増加が見込まれることから、アレルギー対応食の調理能力が現状よりも必要と考えられるため、いずれ
の方式においても「アレルギー室設置」を条件としました。
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自校方式（給食室を建替えた場合）
【アレルギー室設置】

評価
小計
(A)

センター方式（センターを新設した場合）
【アレルギー室設置】

評価
小計
(B)

小計
(A)×2

小計
(B)×2

①「学校給食実施基準」で示されている１食当たりの摂取基準を満たすことが
できるか。 検討内容について、「無理や支障なく」実現が可能。 10/10 検討内容について、「無理や支障なく」実現が可能。 10/10

②献立について、複数人で協力して作成するなど、メニューや栄養価のバラン
スに配慮した作成が行えるか。 検討内容について、「無理や支障なく」実現が可能。 10/10 検討内容について、「無理や支障なく」実現が可能。 10/10

③「調理後２時間以内の給食」（国が示す基準）を行うことができるか。
検討内容について、「無理や支障なく」実現が可能。 10/10 検討内容について、「無理や支障なく」実現が可能。 10/10

④スープなどを“温かい”状態で提供することができるか。 ◆自校方式では、調理終了後から短い時間で提供が出来るた
め、温かい状態で提供することができる。 /10

◆センター方式では、調理終了後から提供まで時間がかかる
が、移送時間等を考慮した保温性の高い二重食缶を使用するこ
とで、温かい状態で提供することができる。

/10

⑤各調理場の特性（調理機器の種類や提供方式）を踏まえた調理方法等によ
り、児童生徒の食欲が増すような工夫ができるか。

◆自校方式では、一部の食材（じゃがいもなど）は手切りをす
ることにより大きく切り、煮崩れしないような調理ができる。
また、「スチームコンベクション(※1)」や「真空冷却器」等
の機器を導入した場合には、食材の持ち味を十分に引き出しな
がら、作りたてと変わらない食感の給食を提供することができ
る。

/10

◆センター方式では、移送時間等を考慮してスパゲッティの麺
を固めに茹でておき、喫食時には丁度良い堅さで食べられるよ
うな工夫をすることができる。また、「スチームコンベクショ
ン」や「真空冷却器」等の機器を使用することで、食材の持ち
味を十分に引き出しながら、作りたてと変わらない食感の給食
を提供することができる。

/10

⑥荷受け室を２つ（肉専用・野菜専用）設けて確実に区別した荷受け作業を行
うことや、部屋を確実に区分して下処理作業を行うなど、汚染度が異なる食材
（「肉・魚・卵類」と「野菜類や果物類」）について、食材間での汚染防止を
行うことができるか。

◆想定される建設面積(340～370㎡）では、荷受け室が１つに
なることや、各工程毎の確実な区分が出来ないことなどの施設
上の制限がある。

/10

◆施設規模を大きくすることができるため、荷受け室を２つ設
けることや、各工程毎に部屋を区分することが可能である。 /10

⑦一般的に細菌等の繁殖リスクが高いとされる（汚染度が高い）肉・魚・卵類
の従事者を専任とすることができるか。

◆施設規模や調理数から、調理員の配置に限りがある（１施設
４名～８名程度）ため、汚染度が高い食材の従事者は、通常食
材の従事者と兼任となる。（ただし、人件費増による、増員対
応は可能）

/10

◆施設規模や調理数から余裕をもって調理員を配置（30名程
度）できることから、汚染度が高い食材の従事者を専任とする
など、人員を作業区域ごとに明確に分けることが可能である。

/10

⑧異物混入や食中毒などの衛生事故が発生した場合の被害拡大を抑えることが
できるか。

◆異物混入や食中毒などの事故が発生した場合、調理食数が少
ないため、被害は最小限（事故が発生した学校のみ）に抑えら
れる。

/10

◆異物混入や食中毒などの事故が発生した場合、調理食数が多
いため、被害は多く（対象校や対象学級が多く）なる可能性が
ある。

/10

⑨異物混入や食中毒などの衛生事故が発生した場合に、教育委員会や学校が連
携した迅速な対応を行えるか。 検討内容について、「無理や支障なく」実現が可能。 10/10 検討内容について、「無理や支障なく」実現が可能。 10/10

⑩給食調理施設に、管理者・栄養士・調理員が常時配置されており、調理中の
緊急時の対応を迅速に行えるか。

◆全ての学校への栄養教諭・栄養職員の専属配置ができないた
め、栄養教諭・栄養職員が不在となる学校があり（管理者であ
る学校長は常時配置）、緊急時の連絡や報告に遅れが生じる可
能性がある。
◎現状では栄養教諭・栄養職員は県費配置であるため、笠懸北
小・笠懸中の２校については、他校との兼務により「常時配
置」となっていない。

/10

◆センターには、管理者である所長、栄養教諭が常時配置され
ているため、調理中の緊急時の連絡や報告を迅速に行うことが
できる。

/10

⑪アレルギー対応の内容について、学校と調理場（センター）間の情報共有を
確実に行えるか。（学校と保護者で個別取り組みプランの作成を行い、その内
容を情報共有するなど）

検討内容について、「無理や支障なく」実現が可能。 10/10 検討内容について、「無理や支障なく」実現が可能。 10/10

⑫アレルギー対応食調理の従事者を専任とすることができるか。 ◆通常の調理員人数ではアレルギー対応食の従事者は専任とな
らないが、コスト増（2名×6施設=12名）により専任を確保す
ることができる。

/10

◆通常の調理員人数ではアレルギー対応食の従事者は専任とな
らないが、コスト増（3名～4名）により専任を確保することが
できる。

/10

⑬アレルギー食運搬時の通常給食との交差やコンタミネーション（※2）防止
など、人員の往来や食材の交差による汚染防止などの二次汚染防止（※3）を
図ることができるか。

◆想定される建設面積(340～370㎡）では、アレルギー食運搬
や食材の交差、コンタミネーションなどによる二次汚染防止を
図るための動線を確実に確保するには、施設面積が小さい。

/10

◆施設規模・面積を大きくすることができる（約2,000㎡）た
め、アレルギー食運搬などを考慮した動線とすることが可能で
あり、交差やコンタミネーション防止などの二次汚染防止を図
ることができる。

/10

⑭アレルギー調理を行うための「専用室」を設け、容器や食器類の専用洗浄
コーナーや保管機を設置することができるか。

◆想定される建設面積(340～370㎡）では施設規模・面積に制
限があるため、「アレルギー対応室」よりも簡易的な「アレル
ギーコーナー」の設置となる（IHコンロなどの設置のみであ
り、食器類の専用洗浄コーナーや保管機は設置されていない）

/10

◆施設規模・面積を大きくすることができる（約2,000㎡）た
め、施設・設備の整った「アレルギー対応室」を設置すること
が可能であり、容器や食器類は専用の洗浄コーナー、保管機を
設置することができる。

/10

⑮アレルギー調理を行うための「専用室」内において、複数品目のアレルゲン
調理を行うことができるか。

◆想定される建設面積(340～370㎡）では施設規模・面積に制
限があるため、「アレルギー対応室」よりも簡易的な「アレル
ギーコーナー」の設置となり、同日においては原則１品目対応
となる。

/10

◆施設規模・面積を大きくすることができる（約2,000㎡）た
め、施設・設備の整った「アレルギー対応室」を設置すること
が可能であり、複数の品目対応が可能。（ただし、同日での複
数品目対応はリスクが高いため、慎重な対応が必要）

/10

みどり市笠懸地区学校給食提供方式　評価表 【事前送付 事前採点用】
　　　　　　　　　　　　　                　　【委員名：　　　　　　　　　　　　】

【1.学校給食に求められている項目】

※1 スチームコンベクション・・・熱風・蒸気により、「焼く」、「蒸す」などの調理が可能である調理機器
※2 コンタミネーション・・・調理等作業の際に、アレルギー物質を原材料として使用していないにもかかわらず、アレルギー物質が微量混入してしまうこと。
※3 二次汚染・・・調理中の食品がまな板や調理器具、人の手などを介して細菌やウイルスに汚染されること。

No 評価項目 【検討内容】
（評価内容）

＜評価基準＞
小計(A)と(B)の点数をそれ
ぞれ2倍し、100点満点とし
た点数を記入して下さい

1

栄養バラン
スに配慮し
た美味しい
給食

/50 /50
     /100      /100

2
安全安心な
給食の提供 /50 /50

     /100      /100

3

食物アレル
ギーへの対
応 /50 /50

     /100      /100

 <採点基準＞  
   10 ・・・「無理や支障なく」実現が可能
    8 ・・・「運用の工夫」により実現が可能
    6 ・・・「運用の工夫やコスト増」により実現が可能
    4 ・・・実現するのはやや難しい（検討の余地がある）
    2 ・・・実現するのはかなり難しい（検討の余地がほとんど無い）
    0 ・ ・・実現することは不可能
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自校方式（給食室を建替えた場合）
【アレルギー室設置】

評価
小計
(A)

センター方式（センターを新設した場合）
【アレルギー室設置】

評価
小計
(B)

小計
(A)×2

小計
(B)×2

みどり市笠懸地区学校給食提供方式　評価表 【事前送付 事前採点用】
　　　　　　　　　　　　　                　　【委員名：　　　　　　　　　　　　】

【1.学校給食に求められている項目】

No 評価項目 【検討内容】
（評価内容）

＜評価基準＞
小計(A)と(B)の点数をそれ
ぞれ2倍し、100点満点とし
た点数を記入して下さい

 <採点基準＞  
   10 ・・・「無理や支障なく」実現が可能
    8 ・・・「運用の工夫」により実現が可能
    6 ・・・「運用の工夫やコスト増」により実現が可能
    4 ・・・実現するのはやや難しい（検討の余地がある）
    2 ・・・実現するのはかなり難しい（検討の余地がほとんど無い）
    0 ・ ・・実現することは不可能

⑯地元産食材の積極的な活用（地元産米や郷土料理である「おっきりこみ」な
どの提供）により、地元産食材の種類や収穫時期、郷土料理への知識を深める
ことができるか。

検討内容について、「無理や支障なく」実現が可能。 10/10 検討内容について、「無理や支障なく」実現が可能。 10/10

⑰食育指導に必要な栄養教諭・栄養職員の人数が確保され、直接指導（学校訪
問指導など）を行うなどの積極的な食育指導を行えるか。

◆現状と同数（計３名）の県費栄養教諭・栄養職員が確保され
るため、これまで通り積極的な食育指導が行える。 /10

◆施設の集約により、県費栄養教諭・栄養職員が減員（現３名
⇒２名に減）となるため、これまで通りの食育指導を行うに
は、市費栄養士配置（人件費増）による補填が必要。※栄養士
配置基準から、食数に応じた人数が定められている。

/10

⑱調理中の場内見学を常に行えるか。 ◆学校敷地内に給食施設があるため、見学会などの設定が容易
である。 /10

◆学校敷地内に給食施設がないため、校外学習などによる見学
会を行う場合は日時が限られるが、食育専用のホールやスペー
スの確保が可能。また、今後は調理中の映像配信などによる補
完が可能である。

/10

⑲給食室からのにおいを感じることができる（食欲をそそる）など、給食を特
別な時間として楽しむことが出来るか。また、その“特別感”を引き継いでい
るか。

◆給食室の更新に伴う密閉度の向上により、調理中のにおいを
感じることは現状に比べるとほとんど無いが、すぐ近くで調理
をしていることや、調理後、短い時間で給食が提供されるなど
の“特別感”を感じることができる。

/10

◆給食はセンター調理である（学校敷地外での調理である）た
め、調理中のにおいを感じることはないが、献立の工夫や二重
食缶の使用による温かい給食の提供などにより、給食の時間を
楽しむことができる。

/10

⑳栄養教諭等・調理員と児童生徒の交流・触れ合いを多くすることができる
か。

◆学校敷地内に常時栄養教諭等・調理員が在籍しているため、
交流や触れ合いの機会が多い。（調理員のモチベーション向上
等につながりやすい）

/10

◆学校敷地内に常時栄養教諭等・調理員は在籍していないが、
調理中の映像配信やタブレットなどの通信機器による調理員と
の会話や交流の機会を設けることにより、補完が可能である。

/10

自校方式（給食室を建替えた場合）
【アレルギー室設置】

評価
小計
(A)

センター方式（センターを新設した場合）
【アレルギー室設置】

評価
小計
(B)

小計
(A)×2

小計
(B)×2

㉑食材の一括購入等により、食材購入単価を抑えることができるか。 ◆各施設毎での発注になるため、通常の単価での購入となる
（ただし、笠懸全校を統一献立にするなどの運用上の工夫をす
れば単価を抑えられる可能性がある。）

/10
◆センターでの一括発注になるため、単価を抑えることが可能
である。 /10

㉒更新の初期投資コストを抑えることができるか。 ◆概算算出による初期投資コストは初年度で「約19.4億円」で
ある。（ただし、施設規模の縮小やスチームコンベクションな
ど厨房機器の削減などを行えばコストダウンが可能。） /10

◆概算算出による初期投資コストは初年度で「約16.6億円」で
ある。

/10

㉓年間運用コストを抑え、財政面を考慮したコストバランスを取ることができ
るか。

◆概算算出による年間運用コストは「約2億円」(20年間では約
57.4億円）である。 /10

◆概算算出による年間運用コストは「約1.2億円」(20年間では
約39.4億円）である。 /10

㉔単年度の財政負担を抑えることができるか。（複数年の財政負担により平準
化が図れるか）

◆各学校の給食施設更新時期をずらすことにより、複数年の財
政負担とすることができる。 /10

◆１施設の建設事業であるが、起債等により複数年の財政負担
での事業を行うことができる。 /10

㉕合併特例債（R7年度までに事業完了が条件）を活用し、財政運営の効率を考
慮した建設事業を行うことができるか。

◆複数施設の建設事業であるため、比較的長期間での設計・建
設となるため、R7年度以降の事業完了となる。 /10

◆１施設の建設事業であるため、比較的短期間での設計・建設
が可能であり、R7年度までの事業完了が可能である。 /10

【2.コストに関する項目】

4 食育の推進
/50 /50

     /100      /100

No 評価項目
【検討内容】

＜補足事項＞
小計(A)と(B)の点数をそれ
ぞれ2倍し、100点満点とし
た点数を記入して下さい

5 概算費用等
/50 /50

     /100      /100

【アレルギー室設置について】
 笠懸地区において、給食施設の更新後も安定したアレルギー対応食の提供を行う必要があることや、今後は食物アレルギー対象者の増加が見
込まれることから、アレルギー対応食の調理能力が現状よりも必要と考えられるため、いずれの方式においても「アレルギー室設置」を条件と
しました。
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自校 センター

1
①「学校給食実施基準」で示されている１食当たりの摂取基準を満たすことがで
きるか。 10.0 10.0 

2
②献立について、複数人で協力して作成するなど、メニューや栄養価のバランス
に配慮した作成が行えるか。 10.0 10.0 

3
③「調理後２時間以内の給食」（国が示す基準）を行うことができるか。

10.0 10.0 

4
④スープなどを“温かい”状態で提供することができるか。

9.8 9.1 

5
⑤各調理場の特性（調理機器の種類や提供方式）を踏まえた調理方法等により、
児童生徒の食欲が増すような工夫ができるか。 9.5 9.0 

6
⑥荷受け室を２つ（肉専用・野菜専用）設けて確実に区別した荷受け作業を行う
ことや、部屋を確実に区分して下処理作業を行うなど、汚染度が異なる食材
（「肉・魚・卵類」と「野菜類や果物類」）について、食材間での汚染防止を行
うことができるか。

5.4 9.6 

7
⑦一般的に細菌等の繁殖リスクが高いとされる（汚染度が高い）肉・魚・卵類の
従事者を専任とすることができるか。 6.6 10.0 

8
⑧異物混入や食中毒などの衛生事故が発生した場合の被害拡大を抑えることがで
きるか。 8.8 7.1 

9
⑨異物混入や食中毒などの衛生事故が発生した場合に、教育委員会や学校が連携
した迅速な対応を行えるか。 10.0 10.0 

10
⑩給食調理施設に、管理者・栄養士・調理員が常時配置されており、調理中の緊
急時の対応を迅速に行えるか。 6.2 9.9 

11
⑪アレルギー対応の内容について、学校と調理場（センター）間の情報共有を確
実に行えるか。（学校と保護者で個別取り組みプランの作成を行い、その内容を
情報共有するなど）

10.0 10.0 

12
⑫アレルギー対応食調理の従事者を専任とすることができるか。

6.9 7.8 

13
⑬アレルギー食運搬時の通常給食との交差やコンタミネーション（※2）防止な
ど、人員の往来や食材の交差による汚染防止などの二次汚染防止を図ることがで
きるか。

6.3 9.2 

14
⑭アレルギー調理を行うための「専用室」を設け、容器や食器類の専用洗浄コー
ナーや保管機を設置することができるか。 5.7 9.6 

15
⑮アレルギー調理を行うための「専用室」内において、複数品目のアレルゲン調
理を行うことができるか。 5.7 8.1 

16
⑯地元産食材の積極的な活用（地元産米や郷土料理である「おっきりこみ」など
の提供）により、地元産食材の種類や収穫時期、郷土料理への知識を深めること
ができるか。

10.0 10.0 

17
⑰食育指導に必要な栄養教諭・栄養職員の人数が確保され、直接指導（学校訪問
指導など）を行うなどの積極的な食育指導を行えるか。 9.8 7.0 

18
⑱調理中の場内見学を常に行えるか。

9.6 7.7 

19
⑲給食室からのにおいを感じることができる（食欲をそそる）など、給食を特別
な時間として楽しむことが出来るか。また、その“特別感”を引き継いでいる
か。

9.5 7.4 

20
⑳栄養教諭等・調理員と児童生徒の交流・触れ合いを多くすることができるか。

9.5 7.7 

21
㉑食材の一括購入等により、食材購入単価を抑えることができるか。

7.3 9.6 

22
㉒更新の初期投資コストを抑えることができるか。

6.3 9.4 

23
㉓年間運用コストを抑え、財政面を考慮したコストバランスを取ることができる
か。 6.1 9.6 

24
㉔単年度の財政負担を抑えることができるか。（複数年の財政負担により平準化
が図れるか） 8.3 9.0 

25
㉕合併特例債（R7年度までに事業完了が条件）を活用し、財政運営の効率を考慮
した建設事業を行うことができるか。 5.9 8.8 

【別添資料】事前評価のまとめ

評価の平均
No. 各項目における検討内容

レーダーチャート図
【それぞれの提供方式に対する検討内容ごとの評価の比較】
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